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る諸問題の調査及び対策の樹立（沖縄振興計画等の総点検の進 状況につい

て）

2 新たな沖縄振興計画の策定及び那覇空港の整備促進並びにこれらに関連す

る諸問題の調査及び対策の樹立（沖縄21世紀ビジョン（仮称）策定の基本的

な考え方について）

3 新たな沖縄振興計画の策定及び那覇空港の整備促進並びにこれらに関連す

る諸問題の調査及び対策の樹立（那覇空港構想・施設計画検討協議会の協議

内容等について）

5 閉会中継続審査（調査）について

4 視察日程について

出 席 委 員

委 員 長 当 銘 勝 雄 君

副 委 員 長 島 袋 大 君

委 員 仲 田 弘 毅 君
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委 員 池 間 淳 君

委 員 糸 洲 朝 則 君

委 員 仲 村 未 央 さん

委 員 渡久地 修 君

委 員 上 里 直 司 君

委 員 瑞慶覧 功 君

委 員 當 間 盛 夫 君

委員外議員 なし

欠 席 委 員

浦 崎 唯 昭 君

奥 平 一 夫 君

説明のため出席した者の職・氏名

企 画 部 長 上 原 良 幸 君

企 画 調 整 統 括 監 上 里 至 君

企 画 調 整 課 長 黒 島 師 範 君

交 通 政 策 課 長 津 覇 隆 君

交通政策課国際空港班長 伊 佐 実 春 君

ただいまから、沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員会を○当銘勝雄委員長

開会いたします。

本委員会付議事件新たな沖縄振興計画の策定及び那覇空港の整備促進並びに

これらに関連する諸問題の調査及び対策の樹立に係る沖縄振興計画等の総点検

の進 状況について、沖縄21世紀ビジョン（仮称）策定の基本的な考え方につ

いて、那覇空港構想・施設計画検討協議会の協議内容等について及び閉会中継

続審査・調査についてを一括して議題といたします。
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本日の説明員として、企画部長の出席を求めております。

まず初めに、本委員会付議事件新たな沖縄振興計画の策定及び那覇空港の整

備促進並びにこれらに関連する諸問題の調査及び対策の樹立に係る沖縄振興計

画等の総点検の進 状況について審査を行います。

ただいまの議題について、企画部長の説明を求めます。

上原良幸企画部長。

審査事項沖縄振興計画等の総点検の進 状況について、○上原良幸企画部長

資料１及び資料２に基づき、御説明いたします。

資料２沖縄振興体制の時間の流れをごらんください。

上段の現在の沖縄振興関連の流れにありますように、沖縄振興計画、沖縄振

興特別措置法の期限は、平成24年３月末と残すところ３年半となっています。

２段目の新たな沖縄振興関連への作業にありますように、現在、県では沖縄

21世紀ビジョンの策定作業を進めるのとあわせて、沖縄振興計画、沖縄振興特

別措置法、復帰特別措置等の総点検作業に着手したところです。総点検は、平

成20年度から21年度の２年間で実施し、その結果を新たな計画等の策定作業に

反映してまいります。

３段目の新たな沖縄振興体制については、総点検の中で検討してまいります

が、４段目の地方分権、道州制への流れにありますように、平成22年４月には

国の地方出先機関の見直しや、県から市町村への権限移譲を進める地方分権一

括法が施行される見込みであるところから、これらの推移も踏まえ作業を進め

てまいります。

資料１沖縄振興計画、沖縄振興特別措置、復帰特別措置等の総点検実施方針

をごらんください。

１の趣旨にありますように、総点検の実施に当たっては、残された課題の解

決策や、将来の沖縄の進むべき方向を明らかにするとともに、離島の振興、駐

留軍用地跡地の利用対策など、さらに国の責務に基づき本県の振興を図るべき

重点課題について整理検討するとともに、高率補助制度や各種の税制上及び税

、 。外の特例措置等の検証や 必要となる制度の創設について検討してまいります

以下、項目に基づいて御説明してまいります。

２の総点検実施の基本的考え方にありますように、総点検はこの実施方針に

基づき、施策、制度等の必要性や、今後の沖縄振興への重点課題について確認

しながら、各部、各課がそれぞれの担う分野ごとに責任を持って実施してまい

ります。

総点検の対象期間は、現在の沖縄振興計画中の平成14年度から平成19年度の
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６年間とします。実施期間は平成20年度から21年度までの２年間です。平成20

年度は、調査照会による基礎的情報の把握を主な目的として、企画調整課から

各課への照会、ヒアリング等を中心に、各部局主管課担当者によるワーキング

グループを設置し連携して取り組んでまいります。

さらに平成21年度には、新たな計画の策定及び関係法令の整備に向け体制を

強化してまいります。

６の総点検の対象及び内容ですが （１）沖縄振興計画関係 （２）高率補、 、

助制度、事業費関係 （３）沖縄振興特別措置法等制度関係 （４）沖縄の復、 、

帰に伴う特別措置に関する法律等関係を対象として、それぞれの実施要領によ

り点検の内容、視点に留意しながら進めてまいります。

６ページ目をごらんください。

総点検の実施に当たっては、県内各地域において、各界各層の県民意見を聴

取するとともに、市町村、経済団体等の意向も確認してまいります。

また、総点検の実施結果については、報告書等にまとめ、広く県民に公表す

るとともに、本特別委員会や沖縄県振興審議会に報告し、新たな沖縄振興に必

要な制度、計画策定の基礎的な諸前提条件を明らかにしてまいります。

現在の進 状況ですが、９月18日に総点検実施方針に基づき、各分野の点検

作業に着手したところです。今後、約２カ月をかけて総点検の実施要領に基づ

く基礎的調査を実施し、その後ヒヤリング等も行いながら来年３月を目途にそ

の結果を取りまとめてまいります。

企画部長の説明は終わりました。○当銘勝雄委員長

これより、沖縄振興計画等の総点検の進 状況について質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

當間盛夫委員。

もう残り３年という中でいろいろと時間の流れの体制のもの○當間盛夫委員

を皆さんのほうでつくらせてもらってるんですけれども、現実この沖縄振興開

発計画から沖縄振興計画の中での、復帰後に沖縄振興事業費で投入された分と

いうのはもう皆さん把握されていますよね。

○ 第３次までの沖縄振興開発計画で約７兆円で、現在沖縄上原良幸企画部長

振興計画ですけれども、沖縄振興計画期間中で約２兆円ですから今まで約９兆
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円ぐらいでございます。

約９兆円という沖縄振興事業費が投下されていると思うんで○當間盛夫委員

すけれど、その中で知事も今公共事業の部分で、我々県で出す分というのは、

県内業者に対して90％という形でやっているんですけれども、国の公共事業と

いうものが今半分半分になっているんじゃないかと。場合によって、その公共

事業にこれまで９兆円落とされた公共事業の国の分が、もしかすると３分の１

は本土業者に還流されているような、ざる経済になっていないかというところ

もあるんですけれど、これどのように考えられますか。

本土のいわゆるゼネコン、そういう会社が国ですと約半○上原良幸企画部長

分半分といいますか、５割程度が国の場合はあれですけれども、そのことが直

ちに還流ということになるかどうかはなかなか判断が難しいところですが、そ

ういう要素がないとは言えないところです。

平成19年度の国発注の本土業者のものを調べてみると、内閣○當間盛夫委員

府沖縄総合事務局が出された県内発注分でも54％は県外だと。沖縄防衛局のも

のにしても、45％が県外だというものからすると、これだけ９兆円落として今

の沖縄県の雇用状況とか県内の企業の体力とか見てみると、沖縄振興計画、本

当に根本から国のあり方というのを真剣に見直してこないと、産業の政策等で

第１次産業が今どうなっていますか、第２次産業がどうなっていますかという

ことをしっかり把握しておかないといけないと思うんです。その中で沖縄振興

計画どうだったのかということは結論的な部分を導かないといけないと思うん

ですけれど。その間に第１次産業というのは現時点、農業・漁業含めてパーセ

ントでどうなっていますか。第１次産業、第２次産業でどうなっていますか。

県内総生産で見ますと、第１次産業が667億円でご○黒島師範企画調整課長

ざいます。これは構成比で見ますと全産業の1.8％でございます。第２次産業

を金額で申しますと4371億円で、構成比で見ますと12.1％ということでござい

ます。

復帰時点からの今の現状をということでお話しさせてもらっ○當間盛夫委員

たんですけれども、昨日昭和47年度の第１次産業を見ると構成比では7.3％な

んですよ、私の持ってる資料では。
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第１次産業は7.3％、第２次産業は27.9％でござい○黒島師範企画調整課長

ます。

今企画調整課長が出されたとおり私の資料でもそうなってい○當間盛夫委員

るんですけれども、第１次産業も復帰時点7.3％あったのが今もう１％台と、

そして第２次産業にしても27％、約３割ぐらいあったものが、もう12％しかな

いと。もう物なんて沖縄でつくれない状況になっているんですよ。第３次産業

、 。が 実際に沖縄は観光立県だということでその復帰時点では67％ぐらいですね

ところが今もう90％、皆さんが推進している情報産業もその部分に入っている

と。もちろん観光もその中に入っていると思うんですけれど、今の第１次、第

２次、第３次の産業構想というのは政策的に企画部長から見てどうお考えにな

りますか。

、 、○上原良幸企画部長 まず産業というのは いわゆる産業構造高度化といって

第１次から第２次、第２次から第３次ということで、どんどんシフトしていく

というのが先ほどの高度化と言われているんですよ。まさにこれこそ今から議

論しなければならないんですけれども、極端に言えば本当に沖縄の特性を生か

、 。したときに 第３次に特化してもいいんじゃないかという議論もやってみたい

そうなったら実際どうするかなんですけれども。ただ、まだいろんな議論の段

階ですけれども、仲井眞知事はやっぱり製造業というのを大変気にしておられ

まして、もし第３次産業に特化すると相当リスクはあるよと言っていますけれ

ども、それはそれで沖縄で第１次、第２次、第３次の産業バランスよくとるべ

きか、あるいは日本全体でとるべきなのか、あるいは今はもうグローバル化し

てますから、農業は中国とか、そういう話も実は出てくるわけですけれども、

ただいろんな食の安全の問題等と含めたときに、農業は本当に重要だという声

がどんどん広がりつつありますので、そのときに農業を守るときにどうすれば

いいのか、少々高くても県内産を使うような、そういうシステム等つくれるの

かどうかを含めて、これまで特に誘導してきたことはないんですけれども、ど

んどん第１次から第２次、第２次から第３次産業にシフトしていることは間違

いないわけですけれども、これからどうするかは大いに議論していきたいと今

考えております。

それであれば、今度の沖縄振興計画で私は、沖縄県は第３次○當間盛夫委員

産業その分で観光を含めて、そういった分に特化した沖縄のものをつくってい

くんだということのものが、私は沖縄振興計画のつくり方があってよかったは
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ずだと思うんですよ。ところがこれまでやってきているお話というのは全部総

花的なんですよ。農業にも第１次産業にも状況的、構想的には今こういう状況

になっているのに、結局農業も沖縄ブランドだとかいろんな面で予算的にも全

部それにつぎ込むわけですよね。ヤンバルの林道工事にしても全部そういった

部分になっているんじゃないかと。それだったら、そういった部分を削ってで

も第３次産業に特化するんだというような、計画的なものがないと私は皆さん

が出された沖縄振興計画というのは失敗なのか成功なのかと言われると、政策

的には沖縄振興計画というのは現段階からいうと失敗と見ているんじゃないか

と思うんですけれどもどうでしょう。

まず産業構造がどうあるべきかと議論したときに、これ○上原良幸企画部長

からのことを考えますと明確に分けにくいんじゃないのかという気がします。

例えば農業、読谷村の紅芋のことを考えてみましょう。紅芋というのを読谷村

でつくりますと、その芋を使って紅芋のタルトをつくるあの会社はお菓子御殿

みたいなのをつくって流通販売まで第１次、第２次、第３次産業全部かかわっ

ているんですよ。だから農業なんて私は第６次産業と言っていますけれども、

第１次も第２次も第３次産業も全部に波及していくようなケースも出てきてい

ますので、単純に第１次はどれだけ、第２次がどれだけ、第３次がどれだけと

いうような、仕分けして目標数値を出していけるのかどうか、いくのがいいの

かどうかこれはこれからの議論でなっていくと思いますけれども。

今第１次産業の農業の話をしてますので、そのことなんです○當間盛夫委員

が、私は今回海ブドウの話もしました。沖縄はやっぱり土地の面積からすると

そんなに農業で、例えば紅芋とか野菜をつくっていろんな形で出せれるような

大規模な土地もないですし、でも周りは海だらけなんですよ。それからしたら

モズクはほとんど沖縄産なんですよ。海ブドウも、生ものはほとんど沖縄産の

はずですよ。今回ちょっと加工の部分で、フィリピンの物だとか原産の物があ

ったはずでしょうけど、私はそのことで農業で生かせる物というのはあると思

うんですよ。ただとって、それをほかに持っていくんじゃなくて。きょうの新

聞でしたか、モズクにもいろんな成分があると。それを加工してどうしていく

かという部分も、私はもっと我々はそのことを考えて第１次産業の物を加工し

て、沖縄でどうもっていくかということになってきたら、これ物づくりになっ

てきますよね。モズクにしても海ブドウにしてもここでとって、いろいろと加

工して第２次製品として出していくというような形になると産業にもなってく

ると思うんです。その辺はもうちょっといろいろと考えてくると、私は復帰し
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てずっと最下位の県民所得ということを我々はもっと真剣に考えてこないとい

けないはずです。第３次産業に向かったからといって、第３次産業の今の現状

を見ても、ホテルが投資的にやって、そのことで全くつくらない、そして原油

高騰になるとなかなか旅行業という形でのものが、私は経済が及ぼす観光とい

うのは物すごい水ものにもなると思うんですよ。そのことを考えると、足腰を

つくるためにもそういった部分という守るべきものは、守る必要があるのかと

いうふうにも思っております。そしてもう一つ、失業率の問題になるんですけ

れども、現実、現状を、非正規雇用の県内の状況が40％を握っているというそ

の現実のものはどう受けとめられますか。

これも、もちろん沖縄県はかなり割合が高いですけれど○上原良幸企画部長

も、全国的にも正規からどんどん非正規に変わるという流れがあるわけで、そ

のことがいろんな格差にもつながるという話もありますけれども、これから本

当に正規がどんどんふえていくような状況になるかと言いますと、もちろん会

社そのものの経営もそうですけれども、ライフサービス、同じところがずっと

あるんじゃなくて次々と職場を変えるというようなライフスタイルも出てくる

と思っております。奨励するつもりはございませんけれども、できるだけ終身

、 、 、雇用のほうがいいんですけれど やっぱりこういう社会情勢 こうなってきて

パイがふえない中ではそういう流れはしょうがないとは言いませんけれども、

どうしてもそういう傾向になってくると。問題はそういうときに非正規職員も

正規職員と変わらないような福利厚生含めて、あるいは年金とか、健康保険と

か職場を転々とするたびに手続して、ポータブルといいますか、なかなか持ち

運びに便利になっていないんで、この辺をうまくつくり上げていくことも、こ

れからやっていかなければならないだろうと思っております。ですから非正規

職員を正規にもっていくのも重要ですけれども、これからそういう非正規職員

がふえることを前提にした社会制度のあり方もあわせて検討しないと、特に沖

縄こそ非正規職員が多いわけですから、そういう正規職員含めて、つくり直さ

なければならないと考えております。

今の株価の状況だとかいろんな円高のものを見てくると、沖○當間盛夫委員

縄は結構若い人たちが季節労働にこれまであったんです。そのことで、雇用が

そういった面で助けられていたというところもあるんですけれど、現実この経

済の部分で季節労働の皆さんもちょっと雇用がなくなってくるというものから

すると、ますます厳しくなる状況が続くと思っておりますので、もっと注意深

くそのことを見ていきたいと思うんですけれど。今我々沖縄の振興計画の中で
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一番の目玉は沖縄科学技術大学院大学、きのうの新聞で裏づけなく公費負担と

いうことで、わき水のように使っているものがあるんじゃないかということ、

我々も沖縄科学技術大学院大学は何がどうなっているのか全く見えないんです

よ。シドニー・ブレナーさんということで、学長さんにあれだけの人がいるん

だけれど、沖縄に何がどう貢献されて、どういうことがあるのかというところ

もあるんですけれど、まずこの公費負担のものをどう見られてますか。

まず沖縄科学技術大学院大学の準備のために独立行政法○上原良幸企画部長

人沖縄科学技術研究基盤整備機構というものがありまして、それは全部国が金

を出してますし、それを運営するためにはボード・オブ・ガバナーズというの

がありまして、シドニー・ブレナーさん初めノーベル賞学者が６名ぐらい入っ

ているボード・オブ・ガバナーズがありますけれども、沖縄側から尚弘子さん

が入ってまして、そういう組織のもとに運営されていまして、直接的には県は

タッチしていません、全部国の方でしてます。実は沖縄の新聞で出ましたけれ

ども、先週の土曜日、朝日新聞に大きく出たんです、シドニー・ブレナーさん

の出ている問題等々。そしたら早速東京から取り寄せたんですけれど、旅費に

関してもシドニー・ブレナーさんはいろんなところ－世界中飛び回ってますけ

れども、その中で沖縄の沖縄科学技術大学院大学の内容等を広くみんなに知ら

せて、結果としてはいろんな研究者を呼ぶための活動もしているんだというこ

とです。それと、勤務が日本に余りいないんじゃないかということですけれど

も、これは最初から内閣府も含めていろんな勤務状況になるときに沖縄にいれ

ば、あるいは日本にいればということじゃなくて、もともとは彼は肩書きを幾

つも持ってますから、本籍はカリフォルニアソーク研究所という、サンディエ

ゴにありますけれど、そこが彼の本籍ですかね、とはいえシンガポールにも国

。 、立の分子細胞生物学研究所があるんです そこから立ち上げたんですけれども

そこにもありますし、それからイギリスにもありますし、とにかくいろんなと

ころに籍を置いているんですよ。ですからそれをわかった上で内閣府はそうい

う報酬も払ってますし、旅費等も払ってます。ただああいう指摘があったとい

うことは照会したところ、特にそういう条件で彼を理事長に就任してもらった

のでということではありますけれども、ただ極端にすぐにあれされるようなこ

とは今後注意していくというお答えはありましたけれども。とにかく沖縄の沖

縄科学技術大学院大学というのは相当注目されているんですよ。ですからいろ

んな意見というのはあります。でも逆にそういう言い方はどうかと思いますけ

れども、他の地域と比べると、朝日新聞にも書かれてましたけれども、何で沖

縄で世界最高かと、こういうのは東京でいいのではないかというニュアンスで
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書かれています。それから、こういうものは文部科学省で管轄すべきじゃない

かと。我々それでは世界最高にならないよと、沖縄で本当に世界最高レベルの

研究者を呼ぶためには、文部科学省の枠にはまって、予算とか仕組みを既存の

大学と同じようなことでやられたら、これはなかなか沖縄に世界最高が実現す

るのは難しいので、いろいろルールから外れていますけれども、そのことが結

果的に既存のそういう大学とかあるいは研究所等から声が出ているという背景

はあります。ただ、本当に周囲から嫉妬というと変ですけれども、そういうも

のじゃなければ、注目を浴びるようなものじゃなきゃ本当に本物はつくれない

んじゃないかと、逆にそういう思いもありますけれど。

きのうも日本の３名の物理学者がノーベル賞もらったと。賞○當間盛夫委員

金が１億4000万円ぐらいですね、３名で分けるような話なんですけれども、シ

ドニー・ブレナーさんの沖縄科学技術大学院大学での学長としての年収は幾ら

ですか。

ついこの間年収1600万円くらいだったと思います。○上原良幸企画部長

これは今企画部長が言われたように、国での予算なんですよ○當間盛夫委員

ね。そして沖縄の世界最高水準という形になってくるんですけれど、今出てい

るものはあくまでも内閣府の沖縄振興事業費から出ているわけですよね、とこ

ろがあと３年しかないわけですよね。例えばこれがなくなったとしたらこの運

営費というのが年間でどれくらいかかるんだということで、じゃあ３年後には

これはどこが見るんですか、国が、機構だから国が見るのか、沖縄県がまたそ

のことのもので見るのか、これどっちなんですか。

これにつきましてはいつになるかわかりませんが、今内○上原良幸企画部長

閣府が進めてるのは法律をつくるという話があるんです。法律に基づいてつく

って、そこで今後運営を明らかにされていくと思いますけれども、最近は国立

大学というものはなくなって独立行政法人になっていますけれど、いずれにし

てもそれも文部科学省の一つの法律の中で全部一緒くたとなっています。そし

て大学で設置の法律をつくっているのは今放送大学だけです。その１校だけが

今特別の法律があるんです。これと同じように沖縄科学技術大学院大学につい

ても法律をつくろうという思いはあります。それがこれからかなりいろいろあ

ると思いますけれども、本当につくれるのかどうか、その中で運営のあり方等

も議論されていこうと思いますけれども。
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大体年間経費は幾らぐらいですか。○當間盛夫委員

研究者の数によって違ってきますけれども、一人研究者○上原良幸企画部長

１億円ということで、年間で100億円単位ですね。ただ百億円、二百億円とい

うのは大したことないと言ったら変ですけれども、東京大学は2000億円ぐらい

出ていますよね。例えば日本大学とか早稲田大学とかにも、毎年100億円以上

補助金を出しているんですよ。

沖縄の経済からすると一つの世界最高水準ということで、私○當間盛夫委員

は沖縄科学技術大学院大学にこれだけかけて自分たちの足元の沖縄県民の所得

を考えると、いかがなものかという部分があるんですよ。それで今の沖縄振興

計画の予算でそのことがつぎ込まれているものがあったら沖縄県にはほかにも

っとつぎ込むことがあるのではないかというものが一つにあるものと、いろん

なところから来て研究を沖縄でというよりも、沖縄の子供たちがノーベル賞を

とるような教育をしたほうが、逆にいいんじゃないかという思いもあるんです

よ。それからしたら早目に見切りをつけて東京大学にでも沖縄科学技術大学院

大学は譲ったほうが、2000億円も東京大学があるのであれば、文部科学省の中

で沖縄の子供たちがそこを目指すというようなことがあってもしかりかなとい

うふうにも思っております。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

渡久地修委員。

幾つか質疑させていただきます。○渡久地修委員

その前に先ほど私の聞き違いか、この間の沖縄振興計画で投じられた総額９

兆円と聞いたんですが、この皆さんからもらった７月16日の資料では総額７兆

円と書いてあるんですが。

７兆円というのは第３次が終わった沖縄振興開発計画で○上原良幸企画部長

す。それは７兆円です。そして2002年から今沖縄振興計画に入っていますね、

いわゆる第４次です。これを合わせると９兆円ということです。

はい、わかりました。それで、総点検の実施方針というのを○渡久地修委員

今説明受けましたけれども、３点にわたって質疑させていただきます。
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１つは戦後処理問題で、この間の皆さんの沖縄振興計画あるいは沖縄振興特

別措置などで戦後処理というのはどこまで行われたのか。それから今皆さんが

まだこれは残っていると言われている戦後処理の課題は何か。この２つの点を

まず教えてください。

例えば毎年国に対して予算要望します。これが12月に予○上原良幸企画部長

算内示されるわけですが、この要望書の中で戦後処理関係という区分がありま

して、これは総務部が所管しているものですが、記憶にある限り不発弾処理、

それから対馬丸、位置境界明確化この３つです。戦後処理ということで、明確

に定義づけているのは毎年概算要求を出しますけれども、その中の項目で出さ

れています。全体は総務部のほうで所管しておりますので、事例として挙げた

のが先ほど言いました位置境界明確化、不発弾処理、対馬丸です。これはいつ

までかとなりますと、不発弾もあと50年ぐらいかかるという話もありますし、

まだまだ続くと思います。

要するにこれまでの総点検と今後の課題だから、この沖縄振○渡久地修委員

興計画、沖縄振興特別措置法の中で戦後処理の問題というのは大きなウェート

を占めると思うんですよ。それで今言った不発弾、対馬丸、位置境界明確化だ

けではないと思うんですよ。例えばいろんな各市町村が抱えている、県や国に

要望している戦後処理の課題というのはどんなものを皆さんは掌握しています

か。

総点検に向けた作業を我々はこれから開始すると。その○上原良幸企画部長

ために方針を説明しているわけで、先ほどの項目も含めてこれからどういうの

が出てくるのか、市町村についてもそれぞれの所管する課で評価しております

ので、まずはその関係課からこういう方針でもってヒアリングなどやっていく

ということです。

ぜひ今後の課題含めて総点検をやるわけだから、これは何課○渡久地修委員

ですではなくて、ここで議論するために皆さん出しているわけですから、まと

めて、例えば那覇市であれば借用耕地問題があるんですよ。毎年10億円づつぐ

らい出して、いわゆる戦後のどさくさの中で基地にとられて、結局米軍は基地

に学校つくれといってどんどんつくって、後でそこが土地の境界と判明して、

私有地になって、それは買い上げないといけないとか那覇市はいっぱい抱えて

いる。それから那覇市であれば、国道58号の補償問題とか、こんなものも全部
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私は総ざらいにして、そしていろんな学者の中での見解の違いもありますけれ

ども、沖縄は精神疾患に関して全国よりも非常に比率が高いと。これも戦争に

起因する問題じゃないかというのも指摘している人もいるわけです。そして戦

争中の特殊壕の問題とか、地下壕、鹿児島県で子供４名が死亡しましたよね、

あれがまだ残っているわけですよね。こういったものも含めてぜひ次回の沖縄

振興特別委員会になるかどうかわかりませんけれども、皆さん一生懸命やると

、 、思いますので これまでの計画の中で戦後処理事業はどんなものをやってきて

今後課題として残されているものはこうだ、これはこのようにすべきだとかと

いうのが次回までにまとまるのであれば示していただいて、まとまらなければ

まとまっている途中でもいいので示していただきたいと思うんですけれどどう

でしょうか。

まさにこれからそういう作業を進めるわけですから、そ○上原良幸企画部長

の作業の結果等につきましてはこの委員会せっかくあるわけですから、その都

度計画はさせていただくということです。

この戦後処理問題、この沖縄振興計画のスタートこれからき○渡久地修委員

ていると思うので、これは十分押さえた上でぜひやっていただきたいと思いま

す。今までなかったものも含めて、これは当然戦後処理に入るべきだというも

のがあれば、そういったものも新たにつけ加えていくということも含めてやっ

ていただきたいと。

２つ目ですけれど、これまでハード中心だと言われていたんですけれど、ひ

とつ学校教育の例について農業とかいろいろありますけれども、全分野にわた

ると時間がかかるので学校教育を例にして挙げますけれども、１つは学校教育

で沖縄が復帰したときに復帰したときの学校の現状はどんなだったかというと

非常に過大校、2000名以上いて私たちも2000名でしたよ。55名クラスの2000名

の学校と、プレハブ教室で異常に過大、過密、プレハブ校舎だという状況の中

で教育委員会の仕事、県市町村の仕事というのは施設整備が重点だったと思う

んです。相当施設整備をやって、かなり進んできたのではないかと思いますけ

れども、大体何パーセントぐらい進んでいるのか、そしてこれが30年経ってほ

とんどが建てかえ時期を迎えているんですよ。特に沖縄県の場合潮風とかある

ので、そういう迎えてくるとき今後の計画の中で各市町村は今の計画が切れる

2011年まで一生懸命やろうと努力しているけれど、今回の計画が切れるまでに

、 。終わらそうとやっているんだけれど どうしても延びてしまうのがあるんです

そういったものに対する皆さんの考え方はどうするのか教えてください。
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今教育の事例を取り上げられましたけれども、その中に○上原良幸企画部長

各部が所管している個別もいろいろあるわけです。それをこれからどういう課

題があるかどうかをヒアリングして解決策を探っていくという作業を今からや

るわけですから、今のところ具体的な実績といいますか課題がわかっていない

、 、段階で方針を出すわけにはいきませんけれども 例えば資料１にもありますが

資料１の２ページの（３）の今後の沖縄振興への重点課題についての確認事項

というものの中の④ですね、今渡久地委員がおっしゃったのはこれだと思いま

す。高率補助で整備した施設等の更新需要の見通しを明らかにするという方針

で、そろそろ担当の部局は点検してくれということであります。

ではこれまで整備してきたものが、あのとき、相当重点的に○渡久地修委員

整備してきてますよね、ですから重点的にしたのが30年サイクルですから、今

また重点的にやらなければいけない時期にきていると思いますので、その辺も

ぜひ考慮に入れていただきたいと思います。それでこの教育の問題の２点目な

んですけれども、こういうふうに施設整備を一生懸命やってきたんだけれど、

ソフトの面で、施設には相当力を入れてきたけれど、ソフトの面でどうだった

のかというのが問われていると思うんです。例えばクーラーの設備にも入りま

すけれども、考え方として当時は、さっき言ったクーラーどころじゃないんで

すよ。校舎自体がないわけだから。校舎をどうやってつくるかというので一生

懸命やってきて、今では校舎もできた段階で快適な教育環境をどのようにやっ

ていくか、その教育の中にどうするかというのが問われているんだけれど、こ

れからの皆さん方の点検の中で、あるいは今後の方針の中で、これは考え方と

してどんなふうにやっていこうと思ってますか。

それぞれの課題、教育に限らず各部局でいろいろ課題が○上原良幸企画部長

あると思いますけれども、一義的にはまず各部局でこういう課題があって、こ

ういう施策はどうかということを我々といろいろ調整しながら出してくるので

あって、今の段階で具体的なものに対してどういう方針を持っているかという

ことについてのお答えはできないので御理解いただきたいと思います。

私は総点検だから聞いているんだけれども、この特別委員会○渡久地修委員

は総点検だったら、全部の部局長並べてもらわないと質疑できないよね。

これからこういう方針でやるということであって、経過○上原良幸企画部長
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は報告しますから。

次は、今後の新たな税体系の問題ですけれども、税源委譲と○渡久地修委員

か皆さん今後のいろいろなことをここに書いてあるんだけれど、この前も本会

議で質問しましたけれども、私は地方交付税の亜熱帯補正というのをずっと那

覇市議会で言い続けてきたんですよ。そしてこの亜熱帯補正についてずっと調

べて、北海道の釧路市とかいろいろなところにも調査に行って、寒冷補正、寒

冷調整とかも調べて勉強してきたんですけれども、なぜこの亜熱帯補正がなか

ったのか、復帰のときに本来やってしかるべきだったと思っているんですよ。

そしてこの地方交付税というのをずっと私なりに勉強してきたら、地方交付税

法ができたときに日本には亜熱帯地域というのはなかったんです。その前のサ

ンフランシスコ条約で日本と沖縄は切り離され、日本には亜熱帯地域というの

はないんですよ、沖縄は日本じゃないから。なのであのときには寒冷補正とい

うのはできたんです。またそのときにはクーラーという概念もないんです、緊

急時に社内ではできているけれど、クーラーはほとんどない。暖房という概念

はあるけれどクーラーという概念がないから、ストーブとかには補正がついて

いるんです。ところが1972年に復帰して日本の法体系の中に亜熱帯地域という

のが入ってきたんですよ。そしてそのときにクーラーがどんどん整備されて、

今ではほとんどの家庭にクーラーが入るように、ほぼ95％くらいクーラーがつ

いてると思うんですけれど、そういう意味で亜熱帯補正というのは沖縄のほう

から私は強く実現を呼びかけていかないと、政府が絶対つけましょうなんて言

いませんから、私は皆さんの今後の課題の中で亜熱帯補正の問題を、ぜひ強く

実現できるように研究して努力もしてぜひ入れてもらいたいと思うんですけれ

どその辺はいかがですか。

地方交付税という極めて細かい試算のもとに算出される○上原良幸企画部長

地方交付税について補正の話をされていますけれども、実は亜熱帯補正という

名前はともかく、沖縄の場合は夏場どうしても他の地域に比べてかなり早い段

階からかなり遅い期間までクーラーを使っているということで、クーラー代を

なんとかということだったんですけれど、まずその交付税そのものが今でも複

雑で、なかなか動きとしては簡素化する中で新たに補正をつくることに関して

はかなり抵抗があります。ですから今密度補正という、現在ある補正の中でな

んとかクーラーを使う電気料を入れてできないかということで毎年要求してい

ます、総務省に対して。ただノーとは言っていませんけれども引き続き検討す

るということできてまして、ただこれから地方分権が進んでいく中で、交付税
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がどうなるか見えないところがあるんです。だからそのときに、地方分権の中

で財政制度の設計がなされるというときにチャレンジするしかないのかなと。

今のままじゃ５年ぐらい要請していますけれども、なかなか難しいようであり

ますのでちょっと研究させてください。

地方交付税制度は国が簡素化する方向とか何とか今答弁して○渡久地修委員

いましたけれども、これは国の言い分なんですよ。だから国の言い分をそのま

まうのみにすると、これは絶対実現しないです。ですから私は復帰のときに本

来亜熱帯補正というのを亜熱帯地域が加わったときに本来やるべきだった。だ

から今からでも遅くないから、沖縄のほうから強く言わないと絶対できないと

思う。だから国の立場に立つと、そんな簡素化するとかそれは国の立場であっ

、 、 、て 我々の側からすると 何で寒冷地補正があるのに亜熱帯補正はないんだと

あってしかるべきだという立場に立ってやらない限りこれは何にもできない。

だから密度補正とか対応補正とか横道からいろいろ要求してみても私はダメだ

と思うんですよ。私は正面から亜熱帯補正というのを要求して、これは那覇市

議会でも決議が上がって県議会でも一度決議が上がっていますから、ぜひそう

いう立場でこの亜熱帯補正、これを実現するとクーラーだけではなくいろんな

分野に及びますので、ぜひそういう立場で研究して私は今後の沖縄振興計画の

中でも、特に子供たちのクーラーの問題はこの交付税措置ができなければ沖縄

振興計画の中でなんとかできないのかも含めて、ぜひこれは沖縄の将来を背負

って立つ子供たちのためにも亜熱帯補正ではなくても、沖縄振興計画の中でも

できるようにやっていただきたいと思うんですけれども、その辺はいかがでし

ょうか。

沖縄のそういう条件をどうやって緩和させるかというこ○上原良幸企画部長

とで教育環境の整備という項目になると思いますけれども、具体的なことにつ

きましてはこれから教育庁あたりといろいろ一緒に研究していきたいと思って

います。

この亜熱帯補正に関して私はもう４カ年ぐらい連続して、総○渡久地修委員

務省とか政府に交渉して担当ともかなりやりあってきているんですけれども、

ぜひこれはあきらめないで皆さんも研究していただいて、私は亜熱帯補正で正

面からいったほうがいいと思うんですけれども、その辺もぜひ研究して実現に

努力していただきたいと要望して終わります。
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ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

上里直司委員。

この沖縄振興計画の総点検実施の流れについてまず押さえて○上里直司委員

おきたいと思います。皆さんが出した資料２のフローチャートのほうですけれ

ども、総点検が終わった後、どういう作業をするのか。この新大綱策定、新計

画策定、これらの関連について少し教えていただけますか。

まず総点検とあわせて、あわせてというか先行してやっ○上原良幸企画部長

ていますけれども、これから説明しますけれども、沖縄21世紀ビジョンとの作

業も進めています。これで今のところ2030年ぐらいを想定した将来像を描きま

すということにしています。総点検につきましては、もうこれ従来やっていま

すけれども、それぞれ第１、第２、第３次の振興開発計画が切れる前に総点検

しているんですよ。ですから総点検についてはこれまでも過去４回やってきた

わけです。今回違うのは、沖縄21世紀ビジョンというのをつくっているという

ことですね、そしてこの沖縄21世紀ビジョンによっては、次の沖縄振興計画が

どうなるのかまだ不透明なところがあります。ですから本当に第５次の沖縄振

興計画になるのか、これから国とも議論していかなければならないと考えてお

りまして、まずはビジョンをつくって、それを実現していくためのプランをど

うするかの議論になってくると思います。そのためにも従来より総点検は１年

早くスタートさせています。

ここに書かれている新大綱策定、新計画策定というのは新た○上里直司委員

な振興計画の大綱計画ということなんですか。

そうです。○上原良幸企画部長

私は皆さんの評価というか資料２の注のところに沖縄振興特○上里直司委員

別措置法、沖縄振興計画の継続については総点検作業のなかで検討される、と

いうのがあるんですね。私はこれを非常に評価しているんですよ。というのも

ここで聞くんですけれども、この点検作業によって継続するという方針が固ま

、 。る場合もある 継続しないという選択肢も生まれるということなんでしょうか

おっしゃるとおりです。○上原良幸企画部長
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その意味で、私は総点検作業の中身についてもう少し重要に○上里直司委員

。 、 、なってくるんだろうと受けとめております そこで結論から言うと 継続する

しないを諮る物差しというのは皆さんどこに組み込まれているのか、今この計

、 、 、画を見て 視点は盛り込まれているんだけれども 総点検の内容とか視点とか

対象を書いているけれども、ではそこでこれが継続しないという方針を示すと

きの基準というか、物差しというのはどこに持っていますか。

１つは下のほうにありますけれども分権改革の流れがあ○上原良幸企画部長

ります。それから道州制も流れてきています。オールジャパンでそういう地方

分権とか大きな流れになってきていますので、極端に言いますと国が地域の振

興のための金を全部地方に流してしまうかもしれない。そのときに沖縄県だけ

国からちょうだいと言ってもしょうがないわけですよ。だからその流れを見な

ければならないということになりますね、ですから私たちはビジョンをつくっ

て、まず沖縄は何を目指すのかということを明らかにした上で、その手段とし

ての計画とかはその後に考えるべきだというのが私の考えです。

私もその考え方は評価できると今受けとめております。それ○上里直司委員

で、その次に私も地方分権改革の話にいこうと思ったんですけれども、実はこ

の地方分権改革というのはかなり見直しについて踏み込んだ内容を提言してき

ております。先日の麻生内閣総理大臣の答弁の中でも、地方分権改革の中でも

出先機関の見直し等々についてかなり踏み込んでやられるということがありま

した。そこでお聞きしますけれども、ここで書いてある国の出先機関の廃止、

地方への権限移譲等を皆さんどうお考えになっているのか。あした、明後日、

地方分権改革推進委員会のメンバーがいらっしゃいますよね。恐らくそのこと

を聞かれると思うんですよ、内閣府沖縄総合事務局の二重行政についてどう思

うのかと、公に要る、要らないとか不要だとかというのは皆さんの立場からし

て言いにくいところではあるんですけれども、現在のいわゆる二重行政と言わ

れている部分がこの今までの沖縄振興計画についてどのようなメリット、効果

いいところをもたらしたのか、またこれによってどういうデメリットが生まれ

てきたのか、そのことについて簡単にお答えいただけますか。

今御発言がありましたように、あした、地方分権改革推○上原良幸企画部長

進委員会が沖縄に入ります。そして明後日、沖縄県庁で知事以下と意見交換い

。 。たします そしてあしたは沖縄総合事務局に行かれていろいろ意見を聞きます

そして地方分権改革推進委員会は今全国出先機関を回っています。その前には
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各省庁から意見を聞いています。そして各省庁は地方におろさないというスタ

ンスで望んでいまして、今回沖縄県に来られて実は地方分権改革推進委員会が

県と意見交換するのは今回初めてなんですよ。それで今全国から相当注目され

ています。明後日の知事以下と地方分権改革推進委員会の委員が６名か７名来

られますけれども、沖縄県がどういうことを言うのか、ある意味で一番国への

依存度が高いと言われている沖縄県がどういうことを言うかというのは大変気

になるところですし、関心を持って見られてますのでそれについてどういうス

タンスで臨むか、今の段階でどこまで言えるのか、それは県としても慎重に対

応しなければならないということであした、関係部長が協議しますけれども、

先ほどの質疑にも関係いたしますけれども、かなり動きが出てきている中で我

々としてもそういう流れをきちんととらえながら、今後の振興計画とかビジョ

ンとかの策定に全力を投入しなければならないという時期かと思っています。

それは前段の部分で、後段の部分のいわゆる二重行政と言わ○上里直司委員

れる部分ですね。二重行政という表現が適切かどうかは別として、沖縄総合事

務局が果たしてきた評価すべき点、そして沖縄総合事務局が実施している事業

と皆さんのその考え方が合わない部分、評価する部分と改善する部分という見

方をお持ちでしたら教えていただけますか。

それは若干その部によっても違いますね。例えば土木建○上原良幸企画部長

築部とか農林水産部、あるいは観光商工部とか、沖縄総合事務局といろいろ一

緒に仕事している部によっても違います。その辺もすり合わせをしなければい

けませんし、本当に一くくりにして沖縄総合事務局はああだこうだというのは

なかなか結論が出しにくいと思います。

そこで私は６月の議会でも提案しましたし、今回も提案して○上里直司委員

いきたいと思っているのは、政府との交渉や要請の定期的な協議会を立ち上げ

るべきだと思っているんですよ。地方分権改革推進委員会が出そうとしている

分権改革のあり方のいいところももちろんあると思う。ただそうは言っても日

本オールジャパンと沖縄がおかれている立場、歴史的な背景等とは違うわけで

すから、どうしても残しておかなければならない部分が出てくるわけですよ。

だからそういうものを主張していくためにも今ここで交渉、要請という形で書

いてますけれども、やっぱり協議じゃないと皆さんの意見を正式に向こうの議

事録に載せて、ちゃんと交渉してよい部分は－私たちが主張する部分はのんで

もらう。説得をするというものをある程度公開でやるべきだろうと思っていま
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すし、それを一々、一つ一つ、一カ月一カ月皆さんや知事を初めいろんな部長

等が内閣府に行ってお願いをして、いろんなところの部署を回って要請行動す

るのではなくて、定期的にそういう協議の場を国に対して求めることはできな

いのでしょうか。

テーマをどうするかはありますけれども、協議につきま○上原良幸企画部長

しては総括的な協議といいますか、地方分権といった大きなテーマで協議する

場というのは今のところありません。それは国のほうで大きなところで動いて

ますから個別についてはありませんけれども、これからこういう具体的に作業

が始まるよと、例えば今のところ地方分権改革推進委員会は12月に一定の結論

が出るという話も聞いてますから、そういう動きが出たときに国と情報交換と

いいますか、協議の場は、特に沖縄の場合は内閣府という各省庁統合した組織

があるわけですから、そういうことは今でもやっていますけれども、これから

頻繁に協議していく必要はあるかと思います。

実は地方分権改革推進委員会の中間報告で出先機関の見直し○上里直司委員

についてのあり方で述べられていることが、要するに国と地方が対等に協議す

る場が必要だということをこの地方分権改革推進委員会でも述べられているん

ですよ。これは出先機関の見直しについての文言ではあるんですけれども、そ

ういう地方分権改革推進委員会も言ってますし、全国知事会のほうでもそうい

う文言等は少し散見されるわけですから、交渉とか要請という形ではなくてぜ

ひ協議という形で、対等というのは皆さんの立場から言えないかもしれません

けれども、ぜひ協議をしながら県の考え方について徐々に意識をすり合わせる

ような形でもっていかなければ、なかなか実施に盛り込む、計画の前段階にな

るとなかなかそこまで協議できないかと思いますので、ぜひそのことをやって

いただきたいと要望します。

そして最後に２点ほど質疑します。実は先ほど渡久地委員からも説明があり

ましたこれまでの７兆円という沖縄振興開発事業予算の総事業費、この沖縄の

姿という県政概要には６兆7545億円と書いてるんですね。この金額と皆さんが

説明する７兆円というのは同じということなんでしょうか。

同じです、約７兆円ということで。○上原良幸企画部長

そうすると、ここに書かれている、いろいろ沖縄振興開発事○上里直司委員

業費が幾らなのかというのがあっちこっちで額が変わってきたりとかするもの
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ですから、ここにおける沖縄の姿の県政概要に書かれている、例えば合計額も

８兆3211億円、これは平成19年の投資予算額についてなんですけれど、この額

がいわゆる事業費の総額ということでとらえてよろしいんでしょうか。

そうです。○上原良幸企画部長

そこで一点だけ皆さんも評価する部分と言いましたけれど、○上里直司委員

この実施方針の中の４ページ高率補助制度、事業費関係ということなんですけ

れども、これ点検の対象の中でアの４番目の、可能であれば国の直轄事業費の

うち沖縄振興計画に係る事業費と書いてあります。この現在までの平成19年度

の当初予算額８兆3211億円の中の直轄事業費と県を通して振り分けられた予算

との額の内訳を教えていただけますか。

このデータは直轄が幾らあるか、数字は今持ってないと○上原良幸企画部長

いうことではなくて、それがあるかどうか・・・。

ここに国の直轄事業費で書いているわけですから、先般の沖○上里直司委員

縄振興・那覇空港整備促進特別委員会でもこの内訳を出してほしいと、直轄事

業費に要望しているということですので、ぜひこれは調べていただけますか。

そうしないと私たちも今わからない段階で質疑ができない。例えば可能であれ

ばということなので、皆さん方も今幾らなのかと聞いても答えられないわけで

すよね。でも本当はその部分、国の直轄事業費についても切り込まないと、私

たちよく本土とか行っていろんなメディアとつき合っていますけれど、国はこ

れだけお金を出しているという言い方をするんですよ。でも国の出したお金が

どう沖縄に落ちているかということは余り検証されていないんですよね。だか

らそういう意味でもこの国の直轄事業費等、県におりてくるまたは市町村にお

りてきているものというのは最初に分けて、可能であればではなくて直轄事業

費に対してもどういう形で効果が得られたのか、そこをぜひ取り組んでいただ

きたいと要望しますけれどいかがでしょうか。

そこに書いてありますように、可能な限り国の直轄事業○上原良幸企画部長

のうち沖縄振興計画に係る事業費も点検の対象にしたいと。

委員長に要望しますけれども、やっぱりここの部分が非常に○上里直司委員

肝心なところだと思います。だから皆さんも難しいから今までやってこなかっ
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た部分だと思うんですよ。ですから直轄事業費の部分の仕分けまたは点検を委

員長からも企画部長に対して要求をお願いしたいということを要望して私は終

わります。

今せっかく可能な限りと書いてありますので、やりたいと○当銘勝雄委員長

いう意欲はあるわけですよね。ですからぜひ努めてやる方向で努力してくださ

い。

はい、わかりました。○上原良幸企画部長

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○当銘勝雄委員長

以上で沖縄振興計画等の総点検の進 状況について質疑を終結いたします。

次に、本委員会付議事件新たな沖縄振興計画の策定及び那覇空港の整備促進

並びにこれらに関連する諸問題の調査及び対策の樹立に係る沖縄21世紀ビジョ

ン（仮称）策定の基本的な考え方について審査を行います。

ただいまの議題について、企画部長の説明を求めます。

上原良幸企画部長。

審査事項沖縄21世紀ビジョン（仮称）策定の基本的な考○上原良幸企画部長

え方について資料３に基づき御説明いたします。

資料３をごらんください。

去る９月11日に沖縄県振興審議会を開催したところでありますが、本資料は

審議会に諮問するに当たって、県としての考え方を取りまとめたものでありま

す。

１ページをお開きください。

沖縄21世紀ビジョンの策定に向けてということで、ビジョンとは何か、その

必要性、策定の視点をまとめてあります。

（１）沖縄21世紀ビジョンとは、2030年のあるべき沖縄の姿を描き、その実

現に向けた取り組みの方向性等を明らかにする基本構想で、これからの県政運

営の基本的な指針となるものであります。

（２）沖縄21世紀ビジョンの必要性ですが、我が国は本格的な少子高齢化・
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人口減少社会の到来や社会経済の急速なグローバル化など、大きな転換期を迎

えており、沖縄も例外ではありません。

また、地方分権改革が進展し、道州制議論が活発化するなか、沖縄振興計画

が終了することや、大規模な米軍基地の返還が迫っていることなど、本県を取

り巻く環境も大きく変化しつつあります。

変化の激しいときこそ、長期的な戦略が必要であり、こうした変化を絶好の

機会としてとらえ、果敢に挑戦していくとの決意をもって、沖縄の進むべき方

向性の議論を開始しなければならないと考えております。

（３）策定の視点ですが、沖縄の将来像を描く上で、何を残し何を変えてい

くかを明らかにし、課題と目標を県民全体で共有していくことが重要でありま

す。

沖縄のよさを守り継承するとともに、新しい時代に対応した社会システムの

構築や産業経済構造の変革などに積極的に取り組み、沖縄のみならず我が国経

済社会の活路をも探るような思い切ったビジョンを策定したいと考えておりま

す。

２ページから４ページにかけては、時代潮流と課題認識として、少子高齢化

・人口減少社会の到来から、在沖米軍基地の整理・縮小まで、７つの項目につ

いてまとめてあります。課題は主なものを挙げており、当然これ以外の課題等

も存在するものと認識しております。

２ページをごらんください。

（１）少子高齢化・人口減少社会の到来についてですが、本県の人口は2025

年前後をピークにそれ以降は減少に転じ、少子・高齢化も進行するものと見込

まれます。

その結果、これまで15歳から64歳までの働き手4.1人で高齢者１人を支えて

いた社会から働き手2.2人で１人を支える社会になるものと見込まれます。

労働力人口の減少により、経済成長の鈍化や税収の減少等が、また、高齢化

に伴い、社会保障制度に関する現役世代の負担増や行政サービスの低下等が懸

念されます。

（２）環境問題の深刻化についてですが、地球温暖化など地球規模での問題

が深刻化しており、本県においても本土復帰後のさまざまな開発に伴い、独特

の自然や景観等が失われつつあります。

豊かな自然環境を守り、沖縄らしい景観を保全・創造し、将来の世代に引き

継いでいかなければならず、環境共生・循環型社会モデルの構築や新エネルギ

ーの開発等は重要な課題であります。

（３）地域社会の変化と伝統文化等の継承についてですが、人間関係が希薄
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化し、これまで地域コミュニティが担ってきた役割が変化しています。

歴史、伝統文化等についても、後継者不足が懸念されるものもあり、また、

ライフスタイルや食生活の変化に伴い、平均寿命の伸びが鈍化しています。

歴史、伝統文化や、ホスピタリティあふれる県民性、長寿などについては、

今後も守り・継承していくための仕組みを検討するとともに、世界に向けて発

信するための仕掛けづくりが必要です。

３ページをごらんください。

（４）安全・安心な暮らしの確保についてですが、依然として若年者の失業

率が極めて高い状況にあり、子育てや健康・医療、老後の生活、災害の発生、

治安の悪化等に対する不安が高まっています。

、 、 、雇用の場の確保や 子育てしやすい仕組みづくり 健康・医療体制の充実等

安全・安心な暮らしの確保が必要です。

（５）地方分権の進展と道州制の検討についてですが、第２次地方分権改革

がスタートし、平成22年には新分権一括法の制定が検討されており、国・県・

市町村の役割分担が大きく変わる可能性があります。

また、第29次地方制度調査会において、離島町村など小規模町村のあり方に

、 。ついて検討が行われる予定であり あわせて道州制の議論が進められています

基礎的自治体としての市町村の今後のあり方及び県、国との関係について見

直すとともに、厳しい財政状況を踏まえ、自立していくための税財政制度を検

討する必要があります。

さらに、国境離島を含む広大な海域を有する島嶼県という地域特性や米軍基

地の存在など、沖縄特有の問題も議論していかなければなりません。

４ページをごらんください。

（６）アジアの経済発展とグローバル化の進展についてですが、世界人口は

、 。2025年には80億人に達し そのうち47億人がアジア地域に集中する見込みです

特に東アジア地域は急速な経済成長を遂げております。

日本本土、中国大陸、東南アジア諸国を結ぶ中心部にある沖縄の地理的優位

性を生かし、アジアとの人的・物的交流ネットワークや、世界規模の課題解決

に向けた国際貢献の拠点形成等について検討する必要があります。

また、沖縄科学技術大学院大学を核にした知的クラスター形成も重要です。

（７）在沖米軍基地の整理・縮小についてですが、本土に比べ本県における

米軍基地の返還は進んでおらず、過重な負担が続いています。また、米軍基地

から派生する事件・事故も後を絶たない状況にあります。

現在、嘉手納飛行場より南の相当規模の基地の返還が予定されており、今後

とも基地の整理・縮小を強力に進めるとともに、基地返還跡地を沖縄の自立的
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発展に活用し、計画的な都市づくりや新たな経済活動の拠点形成を目指す必要

があります。

５ページをごらんください。

ここでは、３つの避けるべきシナリオを提起してあります。

時代の流れに伴う変化や課題に適切に対応せず、現状に甘んじていると、沖

、（ ） 、縄の将来は厳しい状況に陥ることが予測され １ 県民の生活が苦しくなる

（２）沖縄に対する誇りが失われる （３）社会不安が増大するという内容を、

それぞれ４項目づつ挙げてあります。

いたずらに不安をあおるわけではなく、変化に適切に対応しなければ顕在化

するであろうシナリオを、健全な危機感を抱いてもらうために、あえて提起す

るものであります。

６ページをごらんください。

ここでは、策定の進め方として基本姿勢と策定方法を示してあります。

（１）基本姿勢についてですが、ビジョンの策定に当たっては、徹底した現

状分析と的確な課題設定を行った上で、既存の枠組み・ルールにとらわれない

新たな発想で未来を構想するという姿勢で臨むつもりであります。

自己決定・自己責任のもと、地域の経営戦略を構築するとともに、地域社会

のあり方や、セーフティネットの整備など、生活者の視点に立った地域の運営

方法等について議論を深め、県民一人一人の個性と可能性が発揮され、ゆとり

と豊かさを実感できる社会の実現に向け、県民一体となって取り組むものとし

ております。

（ ） 、 、２ 策定方法についてですが 県民の意見や提言を広く集約するとともに

沖縄県振興審議会及び有識者等による議論を行うなど、県内外の英知を結集

するものとしております。

７ページをごらんください。

ビジョンと基本計画等との関係を図示してあり、今後は基本構想である沖縄

21世紀ビジョンの実現に向け、基本計画及び実施計画や整備方針等を策定して

いくという位置づけになります。

８ページをごらんください。

策定プロセスでありますが、沖縄県振興審議会及び総合部会における審議と

並行して県民に対する周知及び県民議論を深め、これらの結果を踏まえて来年

９月頃を目途に策定したいと考えております。以上です。

企画部長の説明は終わりました。○当銘勝雄委員長

質疑はありませんか。
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仲村未央委員。

今御説明いただいた資料３の５ページに、避けるべきシナリ○仲村未央委員

オというようなタイトルで項目があえてとられています。これはシナリオとい

ってもいたずらに不安をあおるわけではないと今御説明がありましたが、ある

程度現状認識を踏まえた上でその現状に甘んじていると、こういうことが予測

されるということでありますので、どこからか取ってつけたようなことを想定

されているとは思わないのです。それで、それぞれの課題と照らし合わせてこ

ういった方向になっていくことを避けなければならないと書かれていることだ

と思いますが （２）の中の一番下、県民みずから決定し責任を負う自治と自、

立が確立されないというようなちょっと抽象的な表現がここに出てきますけれ

ども、これはどういった現状認識からこの方向として避けるべき事態を導き出

しているのか、何を課題と認識されてそれが克服できなければこういったこと

になるということで、この文言が出てきたのか、その認識をお尋ねしたいと思

います。

まずこれは沖縄に限りませんけれども、全国の自治体と○上原良幸企画部長

いうのもほとんどなんですけど、制度上なかなか自分でやりたいこともできな

いような仕組み、体制になっているわけで、そういうものを踏まえて今、分権

改革とか道州制とかで議論されているわけですから、我々としてもそういうも

のに対して積極的に打って出るということがなければ、自治自立というのは確

立されないよと。これまでのそういう課題と今起こっている動きをきちんとと

らえて自治と自立の確立に向けて取り組まなければならないということを言い

たいと。だからどういう認識でそれを書いたかというのはそういう背景です。

これからそういう形で立ち回らないとなかなか自治と自立は確立されないとい

う、そういう点も含めてここに書いたつもりであります。

沖縄に限らないということですが、それを沖縄で言う場合の○仲村未央委員

今ここに出てくるシナリオというのは特徴があるんじゃないですか。

オールジャパンという中でも先ほども答弁しましたけれ○上原良幸企画部長

ども、沖縄県でも他の県以上に依存度が高いと言われているわけですから、沖

縄がそういうことをやるということは、ひょっとしたらこれも先ほどの基本策

定の視点の中で掲げましたように、我が国の経済社会の滑走路を開く、探るこ

とにもなりかねますよと、そういうのを目指しますよということともリンクさ
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せているつもりであります。

なぜそういう聞き方をしたかと言いますと、二、三日前の新○仲村未央委員

聞を見ていると知事の発言の中に非常に今のシステムに対してのストレスを素

直に表明されたと見られるような発言がありました。それは外交防衛に対して

一般的に国が専管していると言われる、そういった事務に対してこれからはそ

の自治体を無視してそういった外交や防衛が成り立つのだろうかという疑問を

大きく否定されているというような発言が載っていたわけです。このことに関

して知事がそういうストレスを感じるという部分というのは、これからの沖縄

21世紀ビジョンの中の一つの非常に大きな視点になるのではないかと私は思っ

たんですけれども、そこら辺で今沖縄が抱えている、特にこれだけの米軍基地

が沖縄県に存在するという特徴が他県にはないわけです。そしてここでいう県

民みずから決定し責任を負える自治と自立という視点からいくと、特に外交と

か防衛という問題はまさにそこを避けては自治や自立というのは確立されない

ということは広く共有されている認識だと思うんですよ。あの知事の発言はど

うなんですか、突飛に出たんですか、それとも皆さん企画部の中でもやっぱり

そういったことを現状を認識されている中で知事との発言のコミュニケーショ

ンはどういう背景があってああいう発言につながったのかということを認識す

るところがあればぜひお尋ねしたいと思います。

まず背景といいますか、知事から初めてそういう趣旨の○上原良幸企画部長

話を伺ったのは道州制の議論をしているときに、道州制になったら国は外交防

衛に特化して残りは基本的には皆地方に引き継ぐとこちらが説明したときに、

外交防衛は国の専権事項に任せてはいけないんじゃないかということだったん

ですよ。その趣旨がどういうところにあるかどうかは推測するわけにはまいり

ませんけれども、多分基地問題もあったんでしょうけれども、ただこれは外交

防衛も国交も書けるわけではありませんけれども、どういうものがなければ本

当に自治とか自立というのができないのではないじゃないかと。そのときに外

交、防衛もというところまで射程を広げるのはどうかと思いますけれども、い

ずれにしてもこれから議論していくわけですから、その議論の中身については

特に我々としてはどんどんやっていってあげればいいので、最終的にはペーパ

ーにするまでにやっていただければいいと思います。今のところそういうこと

しか言えません。

広げるといっても現実的な課題はそこに行きつく部分はかな○仲村未央委員
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り多くて、例えばきのうは文教厚生委員会でずっと文化環境部と米軍基地に関

して議論をしています。そしてここでも今の社会情勢の中で２番目に挙げられ

ている環境問題ですけれども、環境には基地のフェンスも関係ないわけで県が

どう主体的に環境保全していくかというときにそこを避けてはなかなか議論が

進まない、どう主体的にそれを条例に落とし込んでいって施策につなげていく

かという現実的な問題に必ず行きつくところがあるので、やっぱりそこはかけ

離れたことを知事が言ったというふうには私には思えなかったんです。非常に

現実的な課題の中からああいった認識が出てきているのではないかと感じるの

ですが、ぜひ沖縄21世紀ビジョン、これからの課題ですけれども、まさに従来

の枠を意識しないで議論するとういうことがあちらこちらにちりばめられてい

るものですから、そこもタブー視しないで、広く現状の課題とそこを踏み込ん

で議論する一つの視点として私は十分に発言はおくべき、大事な要素があるの

ではないかと思いましたが、企画部長いかがでしょうか。

それはそのとおり議論については我々は何も制約をする○上原良幸企画部長

つもりはありませんし、議論をしていいという流れが出てきているわけです。

地方分権とはそういうことですから最終的にそこがどこまでになるかわかりま

せんけれども、そういうのをにらみながらやるに当たっては、国の動きを見る

限りにおいてはこれまで以上の自治権の拡大、そのことは結局自治につながる

し、自立につながるわけですけれども、我々としてはその上での議論は自由に

やっていただきたいと考えております。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

當間盛夫委員。

、 、 、○當間盛夫委員 今の知事の発言 私の主観からすると 我々本来一国二制度

いろいろと沖縄振興計画策定をするに当たってやってきたんですけれども、あ

の発言というのはじゃあもう沖縄国として独立したほうがいいんじゃないか

と。だからそれだったら外交防衛も自分たちでできるよというような範囲にな

ってしまうんじゃないかと。これは答える必要ないですからね。出されている

策定の基本的な考えという形が去年から沖縄21世紀ビジョンという形で策定さ

れるわけですよね。これは全体的な委員会の皆さんの意見を集約された部分と

いうことで考えていいんですか。

９月11日に沖縄県振興審議会というのを開きまして、そ○上原良幸企画部長
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こにこういう基本方針のもとで議論していただきたいということで、いわゆる

議論の総意は来年の秋ごろには出てくるということであります。

１ページとか読んでくると、上原良幸企画部長の思いがいろ○當間盛夫委員

いろと随所に出てきているなということも読ませてもらってはいるんですけれ

ども、先ほども５ページの部分での避けるべきシナリオということで３項目挙

げられてきているんですけれども、１つずつ見てくると少子高齢化の部分だと

か、高齢化が進展して社会補償が大幅に増加するとか、アジアとの交流が進ま

ないとか、沖縄の誇りに対するものだとかというのは逆に避けるべきシナリオ

というよりも、現状じゃないかという思いもあるんですよ。これ今そうなって

、 。きてないかということがあるんですけれども 企画部長これどうお考えですか

まさにおっしゃるとおりでありまして、そういう懸念材○上原良幸企画部長

料を、兆しの見えないものを無理して探してきて、懸念材料を並べるのではな

く、あくまでも今そういう端緒というかそれが出ているというものを当然並べ

てありますので、現状じゃないか、現状で出てきているのではないかというこ

とであればおっしゃるとおりです。

それからしたら、それに向けての策定となると結局これを避○當間盛夫委員

ける、じゃあこのことがあるからそれを避けるためにどうするべきだとかいう

ようなビジョンの方向性になってくるのかと思います。一番大事なものを出し

ている、私はこれから沖縄が道州制の話だとかも出ていますよ。それに向けて

６番のこれからのアジアとの経済発展とグローバル化の進展についてで沖縄の

地理的優位性を生かして、アジアとの人的・物的交流ネットワークをもってい

くんだということは、大変大事な部分があると思うんですよね。この辺をどう

中心的にとらえていくかと。先ほども企画部長は総点検の部分での第３次産業

に特化したほうがいいんじゃないかという趣旨のいろいろとお話もあったんで

すけれども、そういった部分を含めてこういったビジョンに今回はどう盛り込

んでいくんですか。

まずは事実関係として第３次産業に特化するべきだと言○上原良幸企画部長

ったつもりはなくて、特化して議論することもあらゆるケースを想定するとい

うことであって、私が第３次産業に特化するべきだと考えているわけではない

ということをまずお断りしておきますけれども、いずれにしましてもアジアと

いいますか、これは沖縄に限らず我が国全体がここに書いてあるような人口の
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半分以上がアジアにいるとなったときに、当然アジアとともに発展していくと

いう視点は必要ですから、去年、当時の安倍内閣総理大臣がアジア・ゲートウ

ェイというものを出したわけですから、別に沖縄が我が国の大きな方向性の中

でそういう重要な役割を担えるという視点がまず重要だと思います。ですから

国の政策に反してということではなくて、国はそこに向かっているわけですか

ら、そういう中で沖縄がどういう役割を演じきれるのか。今までみたいに沖縄

は格差があるから、とにかく我々がもうかったものから支援してあげるよと、

補助してあげるよということではなくて、これから日本という国が発展してい

く上での沖縄の役割というものを、我々がきちんと担うという決意と具体化し

ていく作業がこれから必要だろうということでアジアに向けた取り組みを進め

ていきたいということであります。

最後に、この沖縄21世紀ビジョンの策定の中で来年度ある程○當間盛夫委員

度酌み上げていくんでしょうけれど、この地方分権、道州制というものがある

んですけれど、現実は我々も企画部長もずっと国際都市形成だとかいろいろそ

のことをもって一国二制度を持つべきだということがあったわけですから、３

年後には沖縄振興計画も切れるわけですから、この道州制の部分の中で国の歩

調に合わすのではなくて、我々が３年後、５年後にはそのことを道州制をいち

。 、早く取り入れていくんだと 今北海道がああいう形でやっているわけですから

我々はこの次に振興計画をまた継続してやるということではなくて、３年後に

ある程度そのことが持っていけているというような形の沖縄21世紀ビジョンの

つくり方というのはどうなんしょうか。

これからの大事な視点というのは私は残すべきものと打○上原良幸企画部長

って出るものとか言いましたけれども、切り分けなければならないと思ってい

ます。ですから沖縄振興計画、今の段階でそのままで残してくれとかあるいは

もう要らないという議論をするのではなくて、例えば沖縄振興計画という名前

になるかはわかりませんけれども、基地跡地の整備とか離島の振興とかいうこ

とについては、今まで以上に国の責務でやってほしいという部分はあります。

あといろんな産業関係ですね、規制とかは必要ないと、医療とかも規制緩和し

てもらえれば発展の可能性があるというものであれば、それはそれでどんどん

オールジャパンから先行して沖縄だけさせてくれという切り分けをきちんとや

っていくことが必要じゃないかと考えています。その上で沖縄の方向性という

のは決まってくるんじゃないかと考えております。
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沖縄県には過重な基地問題の部分から単独でやる中で財政の○當間盛夫委員

問題からいろいろと横たわっていると思うんですよ。しかし企画部長が言って

いるみたいにやっぱり気概を持って自分たちがどう自立するんだというものは

県民的な総意ができるような沖縄21世紀ビジョンをぜひ策定してもらえればと

思っております。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

糸洲朝則委員。

策定プロセス以上に沖縄振興審議会ポスト、今の沖縄振興計○糸洲朝則委員

画の次を担う部分だと思うんですが、この沖縄21世紀ビジョンは非常に夢があ

る反面、想定とかいろいろな問題が絡んでくるので、そこを誤ってしまうと沖

縄振興審議会に与える影響があるし、そして逆もあるし、つまり表裏一体のも

のかということでこれをフローチャートに感じるわけですが、少なくとも2030

年いわゆるあと20年スパンでものを見るとき、骨太の方針のところをきちんと

押さえた上で、最低限の県民の生活を、どういう事態になっても戻るんだとい

うそこら辺の根底、県民の生命・財産・安全を守るという視点がなくてはなら

ないと思うんです。その上で政治・経済・文化・教育というあらゆる分野に至

っての骨太の方針をきちんと示した上で、そしてこの沖縄振興審議会で今度は

10年単位だとか５年単位になるのかわかりませんが、そういう具体的な施策を

詰めてということになろうかと思います。といいますのは、この世界の動き、

世の中の動きというのは物すごくスピーディになってきているんです。いわゆ

る来年のことすら想定できないようなそういうことを考えますと、極端な話ど

ういう事態になっても沖縄だけは生き残るんだという、そのぐらいのたくまし

い骨太の政策にしていただきたい。だから政治・経済・文化・教育、まさしく

そこに至るまで沖縄県民の安全を確保するという視点も哲学的な部分が欠落し

てはいけないという思いを持っておりますがいかがでしょうか。

まさに御指摘のとおりでして、2030年どうなっているか○上原良幸企画部長

というのはなかなかこういう変化の激しい時代ですから簡単に予測できるもの

ではありませんけれども、骨太の方針とおっしゃいましたけれども、結局は行

政といいますか県民生活をいかに将来に向かって不安のないようにつくるかと

いうことですから、項目的にはそんなに細かくはできないと思います。これか

ら議論を始めますけれども、幾つかの柱があってそれに向けてどうするかとい

うのは基本計画、あるいは実施方針という形で10年、あるいは５年、３年とい
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う形で毎年ローリングしながら対応していくということで、今まで計画はあり

、 、ましたけれども 骨太の何を目指しているかというのがなかったということで

今回初めてつくるわけですけれども、その辺は2030年、今から20年、30年後も

緩むことのない骨太の将来図を描いてみたいと思っております。

それでは例えば基地問題を論ずる上でも、ある面で戦争と平○糸洲朝則委員

和あるいは基地問題、県民生活等これは非常に直結している。そしてこの間の

、 、さっき言っていた知事の防衛問題にしても 今の世界情勢からしてあと20年後

だから基地は全部なくしたほうがいいという議論があるし、そして抑止と対話

という両立した施策というのが私は今の世界の主流だと思うんですが、そうい

う観点からいくと、じゃあ2030年のその時点で米軍基地はあるいは自衛隊はど

、 、ういう姿が望ましいのかというプランを もう20年というとすぐそこですから

ある程度予想もつくわけです。よもや全く撤廃しても丸腰にしろなんていう議

論には成り立たないと思うし非現実的になるわけで、したがってその抑止力と

いう視点から米軍基地はどうするんだと、自衛隊はどうするんだと。そして一

方では対話の、いわゆるこれこそ外交の、したがって知事が言う外交というも

のも含めてやはり地方が物を言っていかなくちゃいけない。特に沖縄が立場的

には日米両政府あるいは国際連合に物を言っていかなくちゃならないと、そう

いう思いが多分あったかと私は認識をしていますが。そういう一方で我々がず

っとこれまでやってきた国連機関という、いわゆる国際機関というものをきち

んと沖縄にもってくると、あるいはそこに沖縄の、まさしくアジア・ゲートウ

ェイ的なもので言えば中心拠点となるようなものがなくてはならないという、

この平和という視点から立つと抑止力、対話、まさしく外交という、そういう

現実的なもの等も含めて一つの絵がかけたらなおいいかと、これ描いてもらえ

ませんか。

この中で主要テーマの１つになると思いますけれども、○上原良幸企画部長

計画とビジョンの違いというのは、計画というのは沖縄振興計画もそうですけ

れど、既存の手段とか方法の延長線上にこういう絵がかける、ところがビジョ

ンというのはこういう沖縄をつくりたいと、手段はとにかく後で考えればいい

ということですから、いろんな自由な議論ができるわけです。もう平和という

のはだれもが希求するもので、今いろんな御提言、延長線になるとやはり祈る

平和から創造する平和かということ、単純ではないと思いますけれども、平和

の研究センターもつくるという提案も前から具体的に出されておりますので、

可能性はここで検討すべき課題として我々としてはとらえております。



- 33 -
H20.10.08

沖振・那覇特別委員会記録

例えば今、米軍再編の中で嘉手納飛行場より南は全部返って○糸洲朝則委員

きますよね。そうしたならばこの20年間かけて嘉手納飛行場より南の再開発を

やっていく、そして抑止力という面でもやはり北のほうでは嘉手納基地を中心

にしてという視点に立つのか、今現実的にはそうだと思うのであれば嘉手納飛

行場より南について私が先ほど申し上げた国際機関、あるいはそういう対外的

な外交機関とかそういったものを誘致してくるとか、一方で抑止力が一方で対

話の起点があるというこのバランスがとれたら私は物すごく沖縄の基地問題の

解決ももっとスピーディになっていくと思います。だからビジョンを立てたと

きから動き出すと思うんです。世界の見る目が違ってくる、日本の考え方も違

ってくる、県民意識が違ってくる、そのように意識を変えていく啓蒙的なもの

がこのビジョンの中にあらわれなくてはいけないということを申し上げて、後

は企画部長の所見を伺って終わります。

御提言と言いますか、御意見につきましては趣旨を踏ま○上原良幸企画部長

えまして大いにこれから議論していきたいと思っております。

休憩いたします。○当銘勝雄委員長

午前11時55分 休憩

午後１時17分 再開

再開いたします。○当銘勝雄委員長

沖縄21世紀ビジョン策定について休憩前に引き続き質疑を行います。

渡久地修委員。

基本的な点を幾つか質疑させていただきたいんですけれど、○渡久地修委員

まずこの沖縄21世紀ビジョンというものの法的な根拠というか、地方自治法第

２条にはこういうのがありますね、第２条の４。市町村はその事務を処理する

に当たっては議会の議決を経てその地域における総合的かつ計画的な行政の運

営を図るための基本構想を定めというふうに基本構想というのが市町村で義務

づけられているんですよ。多分これも基本構想的なものだと私は今の時点で理

解しているんですけれども、都道府県という言葉が出てこないものですから、

これをどういう根拠で策定しているのか。

地方自治法には市町村は定めなければならないという義○上原良幸企画部長
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務規定まであるんです。県には触れてませんから別につくる義務はないですけ

れども、しかし沖縄県を除く46都道府県、全県つくっています。別につくる義

務はないけれども、やっぱり県がどういうことをやるのかということは県民に

知らせるということがあるということで、各県でつくっていると思います。

それで私はなぜ20年なのかと、皆さん方おおむね20年と言っ○渡久地修委員

ていますけれど、例えば市町村であれば基本構想大体10年単位なんですよ。20

年という単位が果たして妥当なのか、なぜ10年ではダメなのか、その辺はなぜ

20年なのかということです。

年次をどこまでにするかということはいろいろ議論しま○上原良幸企画部長

した。例えば沖縄振興審議会でこれから議論していきます、今目標年次は2030

年です、我々はそう見ています。約20年後ですね、だから2030年を想定してや

ろうという方針の基本的考え方なんかでもうたっていますけれども、それは議

論していく上でもうちょっと延ばせとか縮めろとか出てくるかもしれません。

ただ、今県によっては例えば2100年とか今世紀いっぱいの構想をつくっている

ところもあります。県によってバラバラです。市町村はほぼ10年でやっていま

す。住民生活と市町村というのは密接につながっていますので、きちんと現状

を見ながらということだと思いますけれども、県がつくる場合スパン的には長

期にとって、我々が手に入れられるいろいろな資料といいますかデータとかも

いつごろまでだったらあるかとか、例えば人口だったら国立社会保障人口問題

研究所等々で2030年ぐらいを予測して出ておりますし、それから沖縄も大体20

25年が人口のピークになるのではないかと思っております。それから下がり始

めるということで、やっぱり2025年頃から2030年の間にかなり節目を迎えるの

ではないかということで、今のところ2030年ということで我々も想定していま

。 。す もちろんこれらの議論によってはこれでいくと決めたわけではありません

私がなぜ20年かというのは先ほども質疑ありましたけれど○渡久地修委員

も、特に沖縄県の場合、非常に長期的な視点で見た場合に非常に困難なところ

もあると思うんです。例えばここの中にある米軍基地の問題とか、米軍基地の

問題なんか我々の立場から言わせれば20年後も基地をそのまま固定化している

という考え方でやるんですかという問いかけになってくるわけです。そういう

問いかけも出てくるわけです。そういう意味でのもろもろ難しい状況も出てく

ると思うんですけれど、そういうのを今度策定した場合に、20年経った場合は

20年後の県政の手足も縛ることになってしまうんですか。
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先ほど糸洲委員の質疑にもお答えしましたけれども、項○上原良幸企画部長

目を細かく足を縛るようなものではなくて、どうしてもこれだけはというよう

な大くくりの整理になると思うんです。ですからもちろん基地なんかについて

はかなりいろいろ意見もあると思います。もしかしたらこれも今からの議論で

すけれども、2030年に基地があるかなしかということも議論としてはやってい

いと思いますけれども、それ以外については沖縄に何を残すべきで何を変える

べきであるというようなことで、それほどぎちぎちのものを出すつもりはあり

ません。

それと先ほど読み上げました、市町村の場合は議会の議決を○渡久地修委員

経てということなんですけれども、これは一番最後の８番目のプロセスを見て

いると議会の議決が私から見るとないように見えるんですけれど、これは議会

にかけないで皆さん方の庁議決定で策定ということにするつもりなんですか。

先ほども市町村基本構想の場合は議会の議決等を経なが○上原良幸企画部長

らつくるということでうたわれていますよね。県はうたわれていませんから、

まず策定しなければならないということでもないし、あるいは議会に付すかど

うかも特に規定されていませんけれども、これも含めて議会でぜひ議論してい

ただきたい、そういう意味でこの特別委員会そのものがこういう議論する場を

つくっていただいてありがたいんですけれども、ここだけではなくて本会議で

きちんと議論するということも議員の皆さんから声が上がれば、例えば国際都

市形成構想というのがありましたけれども、あのときは全員協議会をやりまし

た。これも今からいろいろ御意見、御提言があれば検討します。

要するに議会の議決を経ないでやろうとしていることではな○渡久地修委員

いと、議会からのいろんな意見等があれば今後それも含めて検討するという理

解でいいですね。

はい、結構です。○上原良幸企画部長

さっき一枚の図がありましたね。これでは沖縄21世紀ビジョ○渡久地修委員

ン策定が来年９月ですけれども、総点検はまだ終わってないよね。これまでの

が終わってないのにこの沖縄21世紀ビジョンが９月に出るというのはどうなん

ですかね。沖縄振興計画だといってもそれを総点検してある程度まとまってこ

れを打ち出さないと整合性という意味でとれないのではないかと思うんですけ
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れどいかがでしょうか。

まずビジョンというものと沖縄振興計画を含めた計画と○上原良幸企画部長

いうものの関係ですけれども、このビジョンにかわるものとして計画があるの

ではなくて、あくまでもビジョンはビジョンです、そして計画をこれからつく

ります。その辺もこれから議論しますけれども、どういう計画をつくるか、い

わゆる基本計画という形で市町村と同じように基本構想ですね。例えばこれを

つくるとした場合、それと沖縄振興計画との関連をどうするかということもこ

れから議論してまいります。今回総点検をするのはあくまでも沖縄振興計画の

総点検をするのであって、県が来年９月に沖縄21世紀ビジョンをつくると、そ

の後基本計画をつくっていくということが決まれば、そこと沖縄振興計画との

整合性はとらえていかなければならないと思います。ですから沖縄21世紀ビジ

ョンと沖縄振興計画の総点検とのずれは特に問題ありません。だから沖縄21世

紀ビジョンの後の基本計画をつくる場合に沖縄振興計画との整合性を図る必要

があるということです。

私はこのちゃんとして総点検とか点検をやった上で、沖縄21○渡久地修委員

世紀ビジョンというのが出てくるかと思ったんですが、その辺は総点検のもの

を待ってもいいんじゃないかと思うんですけれども。それと先ほど、この考え

方の中でどうしても一番の大まかなものを定めると言っていましたけれども、

今後20年間の大まかなものを定めていく場合に、４ページの特に基地の問題が

いわゆる今の日米再編、米軍基地の再編計画、結局それが20年間も固定された

ものとして、ここでは嘉手納飛行場より南ということで明記されているものだ

から、いわゆる今の本会議でも問題になっている基地の問題とかそういったも

のが固定的なものとしてここではとらえられているんですか。

今の段階で嘉手納飛行場より南が返ってくるということ○上原良幸企画部長

で書いているわけでございまして、2030年にどういう状況になるのかどうか、

あるいはどうしたらいいかということは、まさにこれから議論していくという

ことであります。

だからこれから議論するんですけれど、今のような書き方で○渡久地修委員

いくと例えば劇的な変化が起こるかもしれませんよね。もうアメリカが沖縄か

ら撤退していくということが起こり得るかもしれないし、あるいはそういうこ

とにならないかもしれない、そういったいろんな20年というスパンのものに対
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応できるようなものにこれでなっているんですかと。これは今のこの前発表さ

れた日米再編の枠に固定化されたものになっていないかという心配があるんで

すけれど、その辺の対応を今後どのように検討するのか。

繰り返しますけれども、これは20年後どういう変化が起○上原良幸企画部長

こるかというのは不確実ではあるわけですけれども、それはビジョンそのもの

の書きぶりをどうするかの問題ですから、もちろんその前にどういう議論もす

るかもありますので、たまたま課題として今現在考えるような課題ということ

で上げているのであって、実際はこれからの議論の中でいろいろな意見が出て

くると思いますのでそれを要約したいと思っております。

最後に５ページの避けるべきシナリオというのがあるんです○渡久地修委員

けれども、例えばこれは基本的な考え方というのでずっと列挙されて、市段階

の総合計画とか基本構想とか大まかなものが出てくるんだけれど、この避ける

べきシナリオというものは私から見ると今現実的に進行している問題がかなり

あると私は理解しているんですよ。だからこの避けるべきシナリオというのは

これから見ると具体的に、今でもすぐに手を打たないといけない問題というの

が結構あると思うんですよね、例えばここで言われている医療の問題。医療の

問題はまさに私はそうだと思うんですけれど、だからそういった問題、個別の

課題で現に今我々が直面している問題あるんだけれども、これはこのビジョン

の中では各論として入っていくんですか、これは避けるべきシナリオという、

各論としてこれからこれが具体的にエラーとして出てくるという意味ですか。

項目だけをどういう形にするかは別にしまして、例えば○上原良幸企画部長

本文の中にも避けるべきシナリオというのを今入れるかどうか、それはまさに

これから議論していきますけれども、今現在いろんな問題が起こっているので

これをどうするかという話は、具体的な今の施策の中で当然解決していかなけ

ればならないと思っていますので、あえてここで今５ページに書いてある－避

けるべきシナリオというのはこの３つの柱に４項目バランスよくしているだけ

で他にも幾つかあるはずなんですよ。それをどう取り上げるかは本文の中で沖

縄21世紀ビジョンの中でどう取り上げるかはこれからの問題ですし、当面すぐ

にでも解決しなければならない問題は別にここに書く必要ないので、その辺の

整理はちゃんとした上で本文に入って答弁していきたいと思っております。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長
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池間淳委員。

沖縄21世紀ビジョンは将来的に住みよい沖縄県、安全・安心な○池間淳委員

沖縄県をつくろうということが大きなねらいだと思っているんですが、特に沖

縄県は観光は避けて通れない産業ですから、この件についてもこのビジョンの

中に入れていかなければならないと思うんですが、今避けるべきシナリオの中

の（２）１番目の○の行き過ぎた開発による自然環境の破壊や景観の悪化など

とあるんですが、これどういうのを想定してこういうふうに表現されているん

ですか。

行き過ぎた開発、今はまだ具体的な事例は出せないんで○上原良幸企画部長

すけれど、今まさに進行中といいますか一番懸念しているのは、瀬底島の工事

がとまっております。相当大規模な開発をしているんですよ。もちろんちゃん

とうまくいけばいいんですけれども、これがもし途中で投げ出されたりでもし

たら大変な自然に与える負荷というのが懸念されますので、沖縄が本当に魅力

ある観光地になるために、そろそろゾーニングをきちんとしなければならない

と思っております。先日も中国の友人が、大変金持ち連中を沖縄に連れて来た

ら、一度来たらもう来たくないと。なぜかというと東シナ海の海岸何も魅力な

いと。まだタイのプーケットとかバリ島のほうがいいんだと。なぜかというと

自然の海岸線が残っていないと。ちょっと遅いかもしれませんけれどもそろそ

ろ開発すべき、残すべきものと変えるべきものが何かというのを早目に手を打

たないと、そういうのも含めて書いたつもりです。

観光はもう海と空、もちろん空気が第一かと思うんですが、私○池間淳委員

もこれはもうこれまで開発で土地を守るんだということで海岸をほとんどコン

クリートにしてしまって、魅力がなくなったということで自然再生法が５年前

にできているんですよね、平成15年に。しかし、予算が伴わない法律だという

ことでどうするかということで県議会でも取り上げてきたんですが、そのあた

りと関連した議論はされているのかと。やっぱり浜がなくなったのがたくさん

あるんですよ。調査してごらんということでさせているんですが、もうこれま

で砂浜で遊んだのがみんな護岸まで水がきて砂がまったくない、遊べない状況

になってしまっている。これを自然に戻してもらいたいということで、自然再

生法を利用して、これに予算をつけさせて、沖縄県は特にこれをやるべきだと

いうことをこの法律ができた時点で私は質疑させていただいたんですが、その

あたりの議論はされていますか。
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大きくトータルで企画部が仕切ってやったことはないと○上原良幸企画部長

いいますか、そもそもビジョンというのが私は初めてですので、今までやった

ことあるかといいますと、それぞれのセクションではいろいろやっているかも

しれませんが、トータルで観光地としての魅力をどうつくっていくかというテ

ーマでも、やっぱりまたがりますので、だからこそこういうビジョンをつくら

なければいけないということです。

大事だと思っていますよ。大事だと思っているけれども、もう○池間淳委員

既にこの開発はそこまで行き過ぎているんじゃないかと、行き過ぎたところを

とめるのではなくて、過ぎたものをどうするかというところを議論をしたほう

がいいのかという思いを私はしているんです。もうこれからの自然を壊すよう

なことはしないで壊したらつくる、今までは予算で壊すだけ、つくる予算なん

てなかったんですよ。だからサンゴを壊してしまう、壊すんだったら幾らつく

りますよと、人間でできるものあるんでしょ。例えばサンゴだってあるわけで

すよ。予算をかければ自然が戻ってくる、再生ができるというふうなことはで

きるんですが、今までは予算で壊すだけ、つくるのはなかったということがあ

って、やっぱり壊したらつくるということをやらないとこれから県民が納得し

ないんじゃないかということで、この自然再生法はきちんと有効に活用するべ

きじゃないかと思っております。ぜひ今後生かしていただきたいと思います。

たくさんやるべきことはあるんですが、やっぱり長寿県世界一、この件につい

てもこれから食事療法とか、どういう食文化をつくっていけばいいのかとかい

うこともあるかと思うんですが、黄色人種と西洋人種という人種で体のつくり

の違いもあるらしいですね。食文化によってがんが多くなったのは肉を多く食

べたからだとかいろいろ言われているけれども、腸の長さが日本人は西洋人に

比べたら長いと。そういう食文化によっても寿命が違っていくということもあ

るので、そのあたりも研究されてはどうかと思いますのでひとつ提案ですから

よろしくお願いいたします。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

上里直司委員。

先ほどからの委員との質疑を聞いていると、沖縄21世紀ビジ○上里直司委員

ョンというのは今こちらに出ているのは基本構想なんですよね。ただ現状の我

々が認識している問題というのはもう進行形であるし、目の前の問題をどうす

るのかということをやっぱり質疑をしているのと、皆さん方が出してきている
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基本構想というのは多分今ずれていると思うんですよね。だから私はそのこと

を踏まえて平成21年の９月というのは来年９月策定ですけれども、そのビジョ

ン策定というのは区分構想というのはこれぐらいでいいんじゃないですかね。

そんな構想自体に１年ぐらいかける必要は私はないと思うんですがいかがでし

ょうか。

構想のボリュームをどの程度にするかというのはこれか○上原良幸企画部長

ら議論していかなければいけないと思います。その前に目の前の起こっている

ものに対応していくと、それはそれでセクションでやっています。問題は構想

はこの程度でいいんじゃないかということなんですけれど、これからこの構想

を当然実現させなければいけないわけですから、私はプロセスが重要だと思っ

ております。一番大事なことは県民の皆さんにわかっていただけなければなら

ないということなんですよ。それで今盛んに県がビジョンつくりますと。遅か

りしということでありますけれども、それをいろんな形で今広報とかをやって

おりまして、これはまだ途中ですけれども沖縄みずから絵をかくということを

県民が一緒になっていこうと。だから私は結果がどうではなくてプロセスを重

視したいと御理解いただきたいと思います。

わかりました。プロセスを重視するということで、プロセス○上里直司委員

を重視していただきたいんですけれども、皆さんプロセス、プロセスと言うん

ですけれども、これだけ先ほどの沖縄振興体制の時間の流れを見た中でも、社

会状況変化するわけですよ。そして国の分権のあり方も加速していくわけなん

ですよ。そういうものを加味すると、やっぱりそれに合わせないといけないん

だろうと思うんですよ。だからさっき言ったみたいに避けるべきシナリオなん

ていうのは、まさに進行しているわけですから、それはビジョンをつくるとい

う機運はどんどんやってもらって、ただこれに時間をかけるより、やりながら

プロセスを検討していく方向のほうがいいんじゃないかと私自身は思っており

ます。そこでさっき県民を巻き込んでという話があったので私も提言しますけ

れども、私先日議会のほうでも、本会議のほうでも島津侵攻の400年という記

念に何かやるべきじゃないかと申し上げました。改革の会の玉城満委員からも

ユウガワリだということで、まさにそういう気概で皆さんはビジョンに取り組

まれていると私は受けとめているんですよ。あれは県民をどうやって沖縄21世

紀ビジョンに巻き込むかということも考えて、ただ単に道州制のシンポジウム

というのも真正面から考えている人たちには取っつきやすいテーマではあるん

ですけれども、県民がそれを考えるというイベントであるとか、そういうもの
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はもう少し柔らかくシンポジウムとかではなくて、イベントをもう少し広く打

つことによって、県民がビジョンにかかわれるようなそういう雰囲気づくりを

と思っての質疑というか、だから自治という形で質疑したわけなんですよ。だ

から今まだ検討していないという話でしたけれども、ぜひこういう世が変わる

というか時代が変わるという機会を県民の皆様も巻き込む形で、今何も検討し

ていないから答弁難しいかもしれませんけれども、そういう打ち上げ方でこの

ビジョンの形成に県民を巻き込めないか御意見をお聞かせいただけませんでし

ょうか。

大変重要な御指摘で、イベントを含めてこういったビジ○上原良幸企画部長

ョンをテーマにしてでもいいんですよ、その歴史の転換期、ターニングポイン

ト、間違いなく今もそうだと思っています。そして400年前もその一つの歴史

の転換期だったと思います。それはネガティブな転換期だったのかあるいはポ

ジティブなほうでとらえてですよ、もちろんそれ自体は薩摩に侵略されるとこ

ろだったんですけれども、その後どうしたのか等含めてこれによって実は沖縄

は発展してきた部分はあるので、だからそういうふうに引き合いに出して今回

の転換期にふさわしい、そういう時代に沖縄21世紀ビジョンをつくるわけです

から、イベントとして何かをやると、400年と絡ませてやるかどうかは別にし

ますけれども、今企画部で沖縄21世紀ビジョンに絡ませて400年をやるかどう

かというのはちょっと検討させていただきたいと思います。

。 、○上里直司委員 最後に１つだけ 沖縄21世紀ビジョンで想定されるというか

2030年、20年先ということで沖縄を見ながらこれから計画を進められなければ

ならないということですけれども、ただ実際の政策展開との整合性というのが

どうとられるのかというのが少し疑問に思っているんですよ。例えば私たちが

議会でも質疑しましたＬＲＴ含めた鉄軌道問題、これなども沖縄21世紀ビジョ

ンの中で検討される、または議論するという話がありましたよね。その中で実

際の政策の中では皆さんも公共交通政策として公共交通体系の中で基幹バスを

中心としたバスも再構築計画などを実施するわけですよね。こういうものが鉄

道とバスという形で皆さんは今のところ基幹バスとバスの再構築する事業が公

共交通政策の中で柱であるはずなんですよ。すると鉄道の導入またはＬＲＴの

導入とどこで整合性をとるんですか。

これは沖縄県の交通体系の基本調査の中でふれています○上原良幸企画部長

けれども、明確に当面は既存の道路も含めてそうなんですけれども、バス、そ
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ういうものを生かして公共交通をきちんとしたものにしていくと、中長期的に

はモノレールとか鉄軌道を検討していくと、明確に分けているんですよ。だか

らある意味では中長期の検討をする際には、そのバックボーンとなるビジョン

があれば県土構造、基地も返ってきますから、それとあわせて、単に路線を描

くだけではなくて基地も返ってきますから、いろんな要素が中長期的には予見

として出てくるわけですから、それを総合的に組み合わせるためにもまさにビ

ジョンがあって、その一項目である交通体系の再編ということで整合性をとる

上でもビジョンが必要じゃないかと私は思います。

その整合性をとって計画に入れて予算化をする、それまでに○上里直司委員

皆さんの政策は進んでいるわけじゃないですか。皆さんの政策の中にお金をか

けるわけですよね。例えばバス網の構築、交通渋滞緩和のための道路建設、そ

ういう限られた予算の中で中長期といっても予算の捻出をどうするのか、財源

をどこで確保するかというのはやっぱりさかのぼって考えないと、中長期的に

考えないと、そこの部分と現行の政策の整合性を少しでもすり合わせておかな

いと実現性がないんじゃないかと。例えばモノレールをつくるとしてもモノレ

ールをどこまで延長するのかとか、そしてモノレールが本当にいいのか、どこ

でやるのかということが現行の政策の中で積み重ねられないと、いざ検討しま

すと言っても相当時間がかかるんじゃないですか。もっと言いかえると、鉄道

建設一つとっても時間がかかるわけなんですよ。そのためにも今から進めない

といけないはずなんだけれども、構想と計画の段階で時間がかかるわけですよ

ね。そしてそれまでにはバスも整備されて道路も建設されるわけだから、もう

少しビジョンの中身と現行の政策をすり合わせる努力とか、そういう場所とい

う設定が必要なんじゃないかということなんですよ。

まさにそういう整合性を図って当面はバスも再編しよう○上原良幸企画部長

としているわけなんですよ。例えば今バスも全島張りめぐらせるわけではなく

て、あくまでも基幹バスを導入する、ただそこまでは基幹バスで今考えていま

すと。実は今沖縄市まで考えていますけれども、そこからどうするかとか、こ

れからやる基幹バスもバス路線とこれからやろうとする鉄軌道かモノレールに

なるかわかりませんけれども、そことの結接といいますか、それは当然考えな

がらやっているつもりです。

わかりました。今ので少し私はいい方向に解釈したいと思っ○上里直司委員

ているんですけれども、つまり今進めるバス網であるとか、これから進める現
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政策の中での交通政策というのは、今ちまたで皆さんの中では政策として取り

入れていない鉄軌道とかＬＲＴというものも、将来的に入るかもしれないとい

うことを想定してやるということですね。

中長期的にそういうことも入れるということは土木建築○上原良幸企画部長

部含めた、導入もこれから検討していくということです。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

仲田弘毅委員。

沖縄21世紀ビジョンということですが、これだけ20カ年のス○仲田弘毅委員

パンの長期ビジョンを発表するということは本県としては初めてなんですか。

期間とか関係なく、いわゆるビジョンというのは初めて○上原良幸企画部長

なんですよ、沖縄県としては。

これは代表質問でもお伺いしたんですが、この沖縄21世紀ビ○仲田弘毅委員

ジョンというのは私たち沖縄県の将来に向けてのあり方とか、本県の方向性を

位置づけるための大きな施策だと私は考えております。そしてこの沖縄21世紀

ビジョンの中で私たちが今やらなくてはいけないのは、先ほど審議した沖縄振

興計画並びに沖縄復帰振興特別措置、あるいは沖縄復帰特別措置も含めて長期

ビジョンを出しながら、それに追随した施策をしっかりやっていかないと沖縄

県は将来大変大きなつまずきがあるのではないかと考えておりますが、１つだ

け企画部長お聞かせ願いたいんですが、おおむね2030年が沖縄21世紀ビジョン

の最終末端となるみたいですが、本当にそのときまでには－これは私個人の考

えなんですが－沖縄県の自立型経済の構築を打ち出している本県はそのときま

でにはある程度、自立型経済の構築がなっていなくてはならないといけないと

思うんです。

まず沖縄21世紀ビジョンという議論をこれから進めてい○上原良幸企画部長

くわけですけれども、果たして自立とは何かという定義から始めていきたいと

思っているんですけれども、よく沖縄振興計画にもずっと使われ続けています

けれども、自立とは何なのか、自給自足なのか、国から財政依存を受けないの

が自立なのか、それぞれ皆違うと思うんですよ。そういうのをあえて私は議論

することもこの沖縄21世紀ビジョンの重要な意義だと思っていまして、自立型
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経済が構築できるのかというときに、どういう目標数値があって基準を決めら

れるのかどうか、かなり厳しいと思っています。だから本当に自立型経済がで

きるのかと言われるとちょっと議論させてくださいということになると思いま

す。

自立というものがどういった定義であるかというのはそうだ○仲田弘毅委員

と思うんですが、ただ我々が感覚的に沖縄県が47都道府県の中で唯一の島嶼県

として本当に一県で自立できるというのは、例えばの話、国からの大型補助、

例えば高率補助とか国庫負担金の削減に対しても耐え得るだけの、本当の意味

で自活できる状況を私は想定しているわけです。ですから、国からこの補助、

助成金が減ったらとてもじゃないけど沖縄県の経済は成り立たないと、そうい

った状況を早目に脱却して沖縄県は沖縄県独自の経済の基盤をしっかり確立し

なければどうしても今後道州制、単独州になったとしても大変厳しい状況が続

くのではないかと、そのことを意味して質疑していきますので、これは企画部

長の私見も交えても構いませんのでお願いします。

国からの財政依存度が、程度の問題は別ですけれども、○上原良幸企画部長

仲田委員がおっしゃったように、いっぱいいっぱい国からもらわないような、

もうそれがなくてもやっていけるようなことだと思いますけれども、実はこれ

から地方分権改革というのは実はそうなんですが、税源をどんどん移譲してく

るんですね。そして県がみずからやりたいことをやれるような形の税源移譲も

進んできます。もちろん税源移譲で本当に沖縄県がそれだけできるかどうかは

議論がありますけれども、しかしこれは移譲の仕方を考えれば財政上の国から

の移転がなくてもやっていけるかどうかの議論は財政制度そのものの議論にな

ってきますので、最初から県に上げているよということであればいいわけでし

て、そういう方向に完全に解消するかはどうかは別にして、どんどん税源を移

譲してきていますので、これからもどんどんそういう方向に、沖縄が努力した

結果とか以前に、仕組みとしてそういうふうになっていくと思います。

仲村委員も含めて避けるべきシナリオの話がありましたが、○仲田弘毅委員

沖縄振興計画あるいは沖縄振興特別措置含めてそういったものがこの沖縄21世

紀ビジョンの中で生かされるか生かされないか今後の努力の問題もあるかと思

いますけれども、間違ったらもうそのころまでに高率補助も、もうなくなって

いる可能性もあるわけです。ですからこういう想定というものは常に県の行政

の担当だけではなくて、県民一人一人がその意識づけをして官民一体となって
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頑張らなくてはいけないという体制づくりを、ぜひつくっていかなくてはいけ

ないと考えているわけですけれども、そういった件について企画部長どうでし

ょう。

直接的なお答えになるかわかりませんけれども、最後の○上原良幸企画部長

池間委員の質疑と関連しますけれども、これから本当にどういうところに行政

投資をしていくのかといったときに、イメージとしては大きい財政支出とか出

てきてそれに国からの補てんがなければやっていけないということだと思いま

すけれども、財政がどこまでやっていくのか。民間も登場してくるし、財政割

合というのはどんどん少なくなっていく方向にいくと思いますし、行政の中で

も100億円で新たに道をつくるより、中央分離帯に春夏秋冬花を植えましょう

と、そういう維持管理ですよ。それに地域の運営とか維持とかそういうものに

お金が回ってくる可能性があります。そして額的に相当減っても実はそのほう

が金が回るという仕組みがありますね。大きいのをつくっても資材とかなんと

か東京から入ってきますよと、技術も含めてさっき當間委員がおっしゃったよ

うな形で。それよりは額は100億円から１億円かもしれませんけれども、そこ

で植栽する道路管理の方々ですけれども、彼らにより直接人件費がこっちのほ

うが多いかもしれないとしたら、そこで金が回るのではないかということで、

財政の支出の仕方もこれから考えなければいけないし、あとは経済規模も－今

何で経済規模が大きくなってくるかというと、今医療や福祉などそういうとこ

ろにみんな流れている。これは本来、例えば極端な事例ですけれども、介護が

必要でない段階から歳をとると皆施設に出すとかではなくて、地域で何とか養

うとか、あるいは保育園でもそうですけれども、本来家庭とかコミュニティが

ちゃんとできていれば必要もない部分等が出てくるんです。今セキュリティー

安全面もそうですよね、今個人でもセコムとか入れて金かけているわけですよ

ね。ところがこれだって地域が安全であれば必要なくなるわけです。そうなる

と経済規模が縮小してくる。だけどこれからそういう議論をしていくというこ

とで、お答えになっているかわかりませんけれどもいろんな世の中のありさま

というのを皆で考えてみましょうかという基本的なものをこの沖縄21世紀ビジ

ョンの中でいろんな御意見を伺いたいと思っています。

沖縄21世紀ビジョンという一つの大枠をしっかりつくること○仲田弘毅委員

も大事ですし、沖縄振興策、沖縄振興計画含めてそれに追随してあと２カ年で

策定するということですから、本当に沖縄県の将来こういうふうにやっていく

んだというものを期待しながら県民のコンセンサス、同意を得てしっかり頑張
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っていただきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○当銘勝雄委員長

以上で、沖縄21世紀ビジョン（仮称）策定の基本的な考え方について質疑を

終結いたします。

次に、本委員会付議事件新たな沖縄振興計画の策定及び那覇空港の整備促進

並びにこれらに関連する諸問題の調査及び対策の樹立に係る那覇空港構想・施

設計画検討協議会の協議内容等について審査を行います。

ただいまの議題について、企画部長の説明を求めます。

上原良幸企画部長。

那覇空港につきましては、将来需給が逼迫することが予○上原良幸企画部長

想されることから、平成14年の交通政策審議会航空分科会の答申に基づき、平

成15年度より、ＰＩ（住民参加）の手法を取り入れ、国と地域が連携して総合

的な調査を実施してまいりました。

調査で得られました内容及び県民等の意見を踏まえた結果、滑走路増設の必

要性があるとして、滑走路増設案を決定する構想段階へ移行したところであり

ます。

それでは、お手元の資料那覇空港構想・施設計画検討協議会の協議内容等に

ついてにより、那覇空港の構想段階におけるこれまでの検討の概要を御説明申

し上げます。

２ページをお開きください。

去る８月７日に、構想段階における検討の円滑かつ効率的な推進に資するこ

とを目的に、沖縄総合事務局長、大阪航空局長及び沖縄県副知事で構成される

那覇空港構想・施設計画検討協議会の第１回の会議が開催され、検討の進め方

等について論議されました。

３ページをお開きください。

同協議会において、構想段階の検討を進めるに当たり、協議会に対し、滑走

路増設案検討の手法・過程・結果等について技術的・専門的な指導・助言を行

う那覇空港技術検討委員会と、ＰＩの透明性や公正性を確保するための評価・

助言を行う那覇空港構想段階ＰＩ評価委員会の設置を決めております。
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４ページをお開きください。

第１回の協議会の開催後、第１回の技術検討委員会が９月22日に、第１回の

ＰＩ評価委員会が10月３日に開催されたところであります。

今後、両委員会を数回開催した後、第２回の協議会を開催し、ＰＩで情報提

供する内容や意見収集方法について論議します。

その後、構想段階ＰＩで意見募集を２カ月程度実施した後、ＰＩ評価委員会

で意見収集が公正・公平に行われたと評価されたときは、第３回の協議会で構

想段階の終了を判断します。

なお、現在、県において、滑走路増設に対する地域の考え等について意見交

換を行う那覇空港地域連絡会議（仮称）の設置に向け、準備を行っているとこ

ろであります。

５ページをお開きください。

10月３日に開催された、第１回のＰＩ評価委員会について説明します。

、 、同委員会で 構想段階ＰＩにおける実施計画書案について審議していただき

その結果、おおむね良好との評価を受けたことから、同実施計画書に基づき構

想段階ＰＩを実施してまいります。

６ページをお開きください。

ＰＩ実施計画書には、主に構想段階の目標、実施方針、終了の手続について

記載されております。

ＰＩ実施主体は、お寄せいただいたアンケート等をもとに、幅広い方々から

意見を収集することができたかどうかの分析等を行い、ＰＩの目標が達成され

たと判断すれば、ＰＩ実施内容及び結果をまとめたＰＩ実施報告書を作成し、

ＰＩ評価委員会で公正・公平にＰＩが実施されたか評価していただき、その評

価をもとに、ＰＩ実施主体が終了を判断することになります。

７ページをお開きください。

航空や環境など多岐にわたる分野の専門家で構成される那覇空港技術検討委

員会の第１回の会議が９月22日に開催されております。

会議で提示された国における検討結果の概要について、次項以降で説明した

いと思います。

８ページをお開きください。

滑走路処理容量の算定に当たっては、現滑走路を離陸専用、増設滑走路を着

陸専用とすることが前提とされており、その結果、滑走路処理容量は、滑走路

間隔1310メートルと930メートルとも１時間当たり42回、１日当たり509回とな

っております。また滑走路間隔210メートルでは１時間当たり36回、１日当た

り415回となっております。
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９ページをお開きください。

需要予測は、平成19年の国の交通政策審議会航空分科会で示された予測手法

に準じて実施されており、将来人口や経済見通しなどの資料は、公的機関が公

表したものが使用されております。

10ページをお開きください。

2030年度における予測結果は、年間航空旅客は2049万人、年間発着回数は12

万５千回、年間航空貨物はＡＮＡの貨物基地構想が達成された場合、65.2万ト

ン、日発着回数は428回となっております。

11ページをお開きください。

増設案について、新たな需要予測や基準の変更等に基づき、前提条件の見直

しがなされました。

滑走路長さについては、就航想定機材の最大必要長さから2700メートルと設

定しました。また、滑走路端安全区域が基準の改正により240メートルに変更

となっております。

また、新たな需要予測の結果、ターミナル等は2030年度までは、現ターミナ

ル地域で足りるとの結果になっております。

12ページをお開きください。

総合的な調査のＰＩステップ３で提示した３案について、前提条件の変更や

詳細な検討を踏まえ、配置位置の修正が行われました。

ＰＩステップ３で提示した1310メートル案は、滑走路長が短くなったことに

伴い、連絡誘導路の取りつけ位置の関係から、滑走路本体を北へ95メートル移

動しております。

13ページをお開きください。

ＰＩステップ３で提示した930メートル案は、３案のうち最も事業費が高か

ったことから、水深の浅い南側へ150メートル移動しております。なお、南側

へ移動すると、瀬長島と増設滑走路との間が狭くなることから、当初の案より

潮流の流速増加が大きくならないよう考慮が必要とのことです。

14ページをお開きください。

210メートル案については特段変更はないとのことです。

15ページをお開きください。

新たな３つの案の比較結果が示されております。

2030年の需要予測と空港能力を比較した結果、210メートル案では将来増加

すると予測される航空需要に対応できないとのことです。

概算事業費や費用対効果等は、現在、検討中となっております。

16ページをお開きください。
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新たな３つの案の環境面における比較結果を示しております。

瀬長島への影響については、1310メートル案、930メートル案では影響はあ

りません。また、大嶺崎周辺地域への影響については、1310メートル案では影

響はありません。

210メートル案では、進入表面の確保のため、瀬長島の頂上を切り取る必要

があり、また、大嶺先周辺地域に増設滑走路が配置されるため、同地域への影

響の回避・低減は不可能であります。

生物の生息場の消失面積は、1310メートル案が大きく、930メートル案と比

較してサンゴや藻場への影響が大きくなります。

生態系の消失面積は、930メートル案と比較して、1310メートル案がサンゴ

の影響がやや大きいものの、砂質干潟についての影響は大きく低減されます。

また、埋立材の確保として、1310メートル案のほうが少ないとの結果が出て

おります。

以上で説明を終わります。

よろしく御審議のほど、お願いいたします。

企画部長の説明は終わりました。○当銘勝雄委員長

これより、那覇空港構想・施設計画検討協議会の協議内容等について質疑を

行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

島袋大委員。

那覇空港構想施設計画検討協議会というのを立ち上げています○島袋大委員

よね。この協議会のメンバー構成、あと那覇空港構想段階ＰＩ評価委員会と那

覇空港技術検討委員会ですか、この委員会の構成メンバーはどんな形でなって

いるんですか。

２ページのほうですけれども、ここに那覇空港構想施設○上原良幸企画部長

計画検討協議会ということで、構成ということで内閣府沖縄総合事務局長、国

土交通省大阪航空局長、沖縄県副知事となっております。あとその下にありま

すけれども、那覇空港技術検討委員会とかＰＩ評価委員会というのは県内外の

技術的な専門家の方々が入っております。
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新聞等でも出ていますけれども、県は２本の滑走路を独立して○島袋大委員

運営できるオープンパラレルの1310メートルを推進したいと言っていますよ

ね。この間の９月24日の新聞報道でこの那覇空港滑走路技術検討委員会の発足

ということで各委員の皆さん、観光業界とかいろいろありますよね、その中で

航空会社でつくる定期航空協会の選出された委員は原油高騰の中で1310メート

ル離れたところでは輸送が大変だから1310メートル案は好まないんじゃないか

と発言しているんです。このような発言を聞いて県としてはどのような認識を

持っていますか。

どの程度のものかという気はありますね。それは当然滑○上原良幸企画部長

走路、遠くにいけばいくほど滑走路の距離が長くなりますから、その分燃費は

食いますけれども、果たしてどのくらい変わるのかどうかという気はしますけ

れども、ただ彼らはそういう主張、あとＣＯ２の排出量が遠くなればなるほど

多くなるという理由は今のところ言っていますけれども、その辺は詳細に私ど

もとしても聞いてみたいという気はします。

県は1310メートルでオープンパラレルのほうを強調している○島袋大委員

と。しかし答弁の中では２本滑走路をつくって１本の滑走路は離陸専用、もう

１本の滑走路は着陸専用というような案も持っているというお話ししていまし

たけれども、やはりこの時期県としては断固オープンパラレルで同時離発着で

きるような２本滑走路で目指すのか、さっき言ったように各２本を着陸・離陸

という形で分けて考える案なのか、県としてはどのような考えを持っているん

ですか。

県としては本会議でもお答えしましたけれども、1310メ○上原良幸企画部長

ートル案を要求し続けると、県としてはそういう考え方でいくということで知

事初めいろんなところに要請もしておりますので、県としては1310メートルと

いうことです。

ですから1310メートル案はわかるんですが、この２本の滑走路○島袋大委員

の活用の仕方として２つは同時離発着できるように２本の滑走路を使って同時

離発着

をするのか、１つの規制で１つは離陸だけ、１つは着陸だけという案でいくの

か。
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今の段階では930メートルだろうが1310メートルだろう○上原良幸企画部長

が１つは着陸、１つは離陸と分けております。ただ我々としては1310メートル

をなぜ要求するのかというと同時離発着できるということで、将来的には当然

そういうことも含めて私は空港を活用していきたい思っております。

これは３案の中でいろいろ議論していくと思うんですけれど、○島袋大委員

210メートル案というのは豊見城市瀬長島が非常に規制がかかって削られる大

変重要な課題も豊見城市は抱えてくるんですが、この委員会の中でも３案のう

ちの１案に10月ごろには絞り込んで進めていくという話だったじゃないです

か、そういった内容的にはどうなっているんですか。

いろんな意見といいますか、豊見城市も意見書を出され○上原良幸企画部長

ましたけれども、やっぱりいろんな意見があるものですから、今のところこの

技術検討委員会では１つに絞らないということになりそうです。

今企画部長がおっしゃったように、この技術検討委員会の委員○島袋大委員

長の屋井鉄雄委員長は特段の理由がない限りは複数の案を比較してみるように

することが重要だと述べて、１本に絞り込むことはできないと言っていますよ

ね。しかし特段の理由がない限りというが豊見城市瀬長島が規制かかって削ら

れるという大変な大きな問題だと思っているんですよ。これが特段の理由の一

つに入らないのかというのが私は不思議に思って、その辺の議論とかは細かく

出ていないんですか。

そこまで具体的に、例えば今３つありますけれどもその○上原良幸企画部長

うちの２つが930メートルと1310メートルになるのか、210メートルも入るのか

どうかその辺はまだこれから検討の中で、協議の中で決まると思いますけれど

も、複数案の出し方についてもこれからです。

この技術検討委員会の中には県としても入っているんですか。○島袋大委員

技術検討委員会には役人は入っていないということで○上原良幸企画部長

す。

だからこういうわけのわからない発言をするわけですよ、県側○島袋大委員

が入っていないから。だから委員長でも特段の理由がない限りとかわけのわか
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らない発言をするわけですよ。だから、早急に那覇空港を拡張するのであれば

早目に県の担当者も中に入って議論しない限り交わらないと思うんですよ。だ

から私が言いたいのは最終的に要望になりますけれども、豊見城市の210メー

トル案は早目に外さない限り豊見城市は独立した財政運営できないわけですよ

ね。だから1000万人観光客をもってくるためには滑走路を２本もっていかなく

てはいけないと。であれば1310メートル案で１本に絞って早急に議論していく

ような技術検討委員会を進めるのはわかりますよ。何年間もＰＩもやって案が

出た中でまたこういう学者の皆さん集めて県は入れないで話ししたら自分たち

の思うような発言にしか私は思えないんですよ。要望ですけれどしっかり県も

中に入り込んで意見が言えるようなシステムにもっていってほしいと思ってお

ります。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

當間盛夫委員。

島袋委員からもあったんですけれども、これ見るとエアライ○當間盛夫委員

ンの使用しやすい空港の視点も考慮すべきだという形で出てきているんですけ

れども、210メートルになると今の島袋委員のものになると瀬長島の活用等が

どうなるのかというものがあると思うんですが、1310メートルになると瀬長島

の活用ができるのか910メートルになったらどうなるのか、これの検討はどう

なっているのか。

瀬長島への影響についてはお配りした資料４の16ペー○津覇隆交通政策課長

ジに環境の影響などということであります。それで瀬長島への影響あるいは大

嶺﨑周辺地域への影響というのが、まず瀬長島に対しましては210メートル案

が改変の切り取りというか、改変の必要が出てくるということで豊見城市が計

画しております温泉計画への影響というのも懸念されます。あと930メートル

案につきましては切り取り等の改変というのはありませんが、転移表面、飛行

機の離陸・着陸の際の飛行の制限があるために、それによる影響というのが何

らかの形で出てくる可能性があると、それに対して1310メートルというのはそ

ういう改変や飛行機の航空機の飛行制限等の制約というのはないものと思われ

ます。

1310メートルであれば、豊見城市が今計画しているものは進○當間盛夫委員

められるだろうと。しかしそれが決まらない中からすると、なかなかそういっ
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たことも難しいというものになっていると思いますけれども、次に４ページの

構想段階の検討フロー（予定）がありますよね、今現段階はその認識でいいの

か、この技術検討委員会が９月22日にあるんですけれども、これそういう考え

でいいんでしょうか。最初の頭の検討委員会はもう終わって、その技術検討委

員会が９月22日にされましたよと。そしてその下の第２回になるのか、その検

討委員会がいつごろで最終の検討委員会になるのか、そのことはいつごろされ

るかという予定的な部分はお持ちですか。

技術検討委員会は９月22日に第１回もやりましたけれど○上原良幸企画部長

も、これから後３回ぐらいやると思います。もちろんそれは議論の進行状況に

よりますけれども、その後にこの検討協議会に移ると思いますけれども、当面

はこの技術検討委員会とかの検討がポイントになります。都合３回ぐらい開催

すると思います。

それを踏まえていつごろというのはありますか。○當間盛夫委員

それも毎回の議論の結果がかなり影響してきますので、○上原良幸企画部長

いつまでに第何回をやるのかということは・・・・・。

じゃあこの検討フローの部分で地域連絡会議、これ仮称にな○當間盛夫委員

っているんですか、地域の意見交換ということなんですが、これどういうよう

なものなんでしょうか。もしやるとしたら構成だとか、いつごろどうやるんだ

とか。

地域連絡会議につきましては、先に豊見城市が声明を○津覇隆交通政策課長

出しまして、那覇空港増設の問題に関して地元の意見を発表する場がないと、

表明する場がないということで声明を出しております。これは県のほうも重く

受けとめまして、この技術検討委員会第２回が10月末あるいは11月の始めごろ

に第２回の技術検討委員会が開催される予定でありますが、その前に地域とし

て、まず豊見城市、那覇市、糸満市のほうで連絡会議を設置しまして３市の意

見を吸い上げると、そしてその意見を第２回の技術検討委員会で県のほうから

地域の声として述べさせていただく、そういう予定でいます。

じゃあこれまで５年やってきたＰＩというか、パブリック何○當間盛夫委員

とかというのは何を意味していたんですか。それであればＰＩせずに早期に地
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域連絡会議を持ってやったほうがかえってまだ早かったんじゃないですか。こ

のＰＩで地域連絡会議というのはどういう整合性を持たすんですか。

ＰＩでいう地域というのは県民等すべて住民のことで○津覇隆交通政策課長

ありまして、この地域連絡会議は地域行政、地方自治体という意味での地域で

地域行政の声を聞く場ということです。

それでは行政側であれば別にその会議を持たずに日ごろから○當間盛夫委員

できる部分があるのではないかと逆に思ったりもするんですけれども、いいで

すよ。那覇空港構想段階ＰＩ評価委員会の部分で今後の検討の主な意見という

ことで時間管理の徹底をすることということで意見が出されているんですけれ

ども、これはどういう意味です。

ちょうど那覇空港構想段階ＰＩ評価委員○伊佐実春交通政策課国際空港班長

会の中では基本的にこれから検討することがたくさんあるので、一つ一つ検討

するのを踏まえながら、時間をちゃんと管理してやっていかないと時間的には

非常に短い時間の中で進めないといけないので、事務局のほうで時間をちゃん

と管理しなさいということでした。

これは那覇空港技術検討委員会でも言われているような形の○當間盛夫委員

ものだと思うんですよ。今後のスケジュールをちゃんと提出することというも

のがありますので、皆さん今後のスケジュールというのはどういうものでお考

えになっていますか。

この構想段階の検討は設置管理者である国のほうでス○津覇隆交通政策課長

ケジュール等も管理しておりまして、先ほど企画部長もお答えしましたけれど

も、その段階ごとのそれぞれの那覇空港技術検討委員会、那覇空港構想段階Ｐ

Ｉ評価委員会、そういったそれぞれの委員会等の判断を踏まえて、次の段階に

進むために先ほどの資料のフローにありますように順序はあれしております

が、はっきりしたスケジュール的なものを明確には国のほうでも示してないと

いう形になっております。

国管理かもしれないけれど、沖縄県の我々の先も言ったよう○當間盛夫委員

に、観光立県でもっている沖縄県で自分たちの長年の懸案である空港の平行滑

走路をつくろうとしているのに、国にお任せの状態で国が決めることだからと
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いうスケジュールのあり方自体が、一つの問題でもあるんじゃないかと思うん

です。平成14年にそのことを始めて平成15年からＰＩとかスタートしてまだこ

の状況というのが、どうも我々認識が2030年にはパンクするんだといろいろと

言われていながら、一般質問の部分でも自衛隊機をどうするんだということが

あって、自衛隊機の部分というのは容認して民間の専用にすることはないとい

う皆さんの認識のものからしたら本当に沖縄県はそれを必要としているのかと

いう要請が、そういうことを指摘されてもどうなのかとこれ企画部長どうです

か。

スケジュールで粛々とやっているということだと思いま○上原良幸企画部長

すけれども、これまでの総合的な調査のＰＩを３年間やりましたけれども、そ

の結果やっと動き出したと。そして今回の構想段階になってきますと完全に国

が引き取りまして、国がＰＩも基本的には主催してやると、構想段階ですから

県として直接コメントできませんけれども、遅くても今年度には位置も含めて

決まるというスケジュールで作業しているつもりです。その間の動き、いろん

、 、な検討については技術的なこともありますので せかしてもしょうがないので

やっとここまできておりますので、これからはどんどん進めていければと考え

ております。

がさがさするようにということでありますので、１日も早く○當間盛夫委員

というところまでありますのでよろしくお願いします。それと皆さん今度配置

の位置の修正をしておりますよね、大嶺崎をこう展開の部分、滑走路の修正と

いうことで1300メートルも1010メートルもあるんですが主な理由は環境面だけ

ですか。

滑走路位置の修正につきましては、まず1310メートル○津覇隆交通政策課長

案については滑走路の長さが3000メートルから2700メートルということで300

メートル短くなったということから、それに伴う技術的な変更ということであ

ります。次に930メートル案につきましては資料の13ページにもありますけれ

ども、概算の事業費が距離は1310メートル案よりも近いのにかかわらず事業費

が高かったと。これは北側が深い部分があるということで、事業費を抑えるた

めに水深の浅い南側に150メートル移動したということに伴う変更ということ

です。210メートル案は変更なしということです。

それと皆さんの需要予測のものがあるんですけれど、これは○當間盛夫委員
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年間の部分での自衛隊機が含まれてないという形のものがあるんですけれど、

さっきも言ったように自衛隊との共同になっているわけですよね。皆さんその

自衛隊機の需要予想というのはこの１日のものだけではなくてどうとらえてい

るんですか、これからの予想ですから。

自衛隊を需要予測の中では予測としては出しておりま○津覇隆交通政策課長

せんけれども、自衛隊は現状どおりの使用となるということで数字としては発

着回数、処理容量を出すための数字としては現状の日84回という形で数字とし

ては計算しております。

提言というか私案なんですけれども、米軍再編のものからす○當間盛夫委員

ると今の嘉手納基地より南の分の返還とグアムに何師団か行くということにな

ってくるとやっぱり自衛隊とアメリカとのものになってくると。自衛隊が担う

というのは多くはなっても少なくはならないだろうという認識もあるんです

が、これはまだ中国だとか台湾との関係がどうなっているかということの部分

も多少あるとは思うんですけれども、現実我々も米軍基地は整理縮小せよとい

う形になってくると、航空自衛隊がずっと使うということになると私は減少す

るものではないと思いまして、維持ではなくてかえってふえるだろうという認

識を持っているものですから、その点やっぱりもう少し整理を企画部のほうも

やるべきだと思っております。ましてや1000万人の観光客と言っているわけで

すから、それからしたら今の状況ではふくらますことできないわけですね。と

りあえずある程度自衛隊の使用をどうするかということも、一般質問でも言わ

せてもらってはいるんですが、その認識をぜひ検討課題として持ってもらいた

いと思っております。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

上里直司委員。

今當間委員がおっしゃったのに関連しますけれども、根本的○上里直司委員

に那覇空港のあり方を考えると自衛隊機の存在というのは無視できないと思っ

。 、ているんですよ 本会議でも民間専用化について県は求めたことがあるのかと

何回ぐらい民間専用化を求めたということで言っておりますけれども、県とし

てこれを民間専用化を求めないという姿勢をずっととってきているんですけれ

ども、それはどういう理由であるのかということと、もう一つこの空港が拡張

される、機能が拡張される中で自衛隊機が使用するという今の条件の中で、事
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故のリスクというのはどういうふうに見ているのか、この２点をお聞かせいた

だけますか。

まず基本的に那覇空港を自衛隊に使用させることの是非○上原良幸企画部長

については私どもはあくまでも那覇空港の拡張整備に向けて将来構想をやって

いるところでございまして、この前の陳情も総務企画委員会でありましたけれ

ども、それにつきましても共同で書きはしましたけれども、基本的には今現在

の那覇空港の自衛隊との共同使用については民間専用化を求めるべきだとの陳

情に対しては知事公室のほうで所管しております。我々のほうはあくまでも、

これからの空港の拡張整備に当たってどうするかということですけれども、こ

れにつきましては自衛隊との共用を前提として整備計画をつくっているという

ことです。

拡張しても事故のリスクがあるのかどうか。○上里直司委員

それは、もちろん安全をお願いしたんですけれども、自○上原良幸企画部長

衛隊機に限らず民間も含めてリスクはないとは言えないわけなので、引き続き

安全を求めていくということです。

なぜそのことを聞いたかといいますと、沖縄県が国が建設す○上里直司委員

る空港に対して拡張ないしその機能を拡充するのを求める理由の一番大きなも

のは安全だと思うんですよ。乗客または県民周辺地域の安全面、そしてそれに

プラスしてというか並行して経済面での利益、メリットが大きいと、この２つ

だと思うんですね。だから皆さんがかかわっていると思うんですけれども、そ

の経済的なメリットは各団体から陳情を受けて皆さんも1310メートル案でいく

とは言っているんですけれども、安全面で拡張した場合どうなるのかというの

。 、は余り見えてこないんですよ ここで質疑をするつもりはありませんけれども

やっぱりその認識というのは絶えず持っていただきたいと、安全面についてで

すね。だから民間専用化を求めるという立場になり得るし、または離発着の回

数を制限してもらうとか、これは大阪航空局が管理者でありますから本来は求

めてもいいはずなんです、本来は。だからそういう立場をとっているのかと聞

いたところ、やっぱり現状のまま是認するような形でとられるということです

けれども、そういう認識はぜひ持っていただきたいと思っています。

そしてもう一つ、ＰＩのあり方について質疑します。現在、調査連絡会議の

中に置かれている那覇空港構想段階ＰＩ評価委員会には県の担当者は入ってい
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るんですか。

県の職員は入っておりません。○上原良幸企画部長

やっぱりさっきの企画部長の答弁を聞きながら、国が構想段○上里直司委員

階に入ってから相当その関与を強めていっていると、主体的にやられていると

いうようなこと等をとらえたんですけれども、実は那覇空港技術検討委員会に

も県の委員がいない、那覇空港構想段階ＰＩ評価委員会にも委員がいない、そ

して地域連絡会議だけの事務局は交通政策課に置かれていると。そうするとこ

れから上がってくるものに対して計画段階で意見が言えないんじゃないです

か。

県が入っていないのではなくて、国もそうなんですけれ○上原良幸企画部長

ども委員会というのはあくまでも外部の委員です。

（委員メンバーのリストを持っている上里委員からリストに国の職員も

入っているという指摘力があり、執行部はメンバーを再確認）

検討委員会に国土交通省がかかわっております。この人○上原良幸企画部長

は技術政策総合研究所沿岸海洋研究部長という肩書き、もう一人は空港研究部

長という、研究員の立場で入ってまして、例えば県ですと交通政策課であると

か、あるいは国土交通省の基礎計画課とかそういうところの職員は入っていな

いということです。

その委員というのは一たん委嘱されると委員になるから、職○上里直司委員

員ではなくなるという解釈かもしれませんけれども、今さっき質疑があった中

でオブザーバーとしては関係者という形で入っているわけなんですよ。そして

那覇空港構想段階ＰＩ評価委員会も入っていないわけなのですよ。だからこれ

では評価をする、また具体的な作業を進めるときに県民の意見が、または関係

市町村の意見が入りにくいんじゃないかという話をしたいわけなんです。

県民の意見とかについては委員の中には沖縄側から、例○上原良幸企画部長

えば沖縄ツーリストの東氏とかあるいは那覇空港ターミナルの島田氏とか、あ

とは琉球大学の先生方も入ってます。ですから直接業務をしている我々県の職

員あるいは国の職員が入っていないということでありまして、実はこの委員会



- 59 -
H20.10.08

沖振・那覇特別委員会記録

に付するためのいろんな資料の作成とかそういうものは常に我々は協議しなが

らやっています。そしてその結果を、委員会の委員として沖縄側からも入って

いる委員がその議論に加わっているということであります。

そうすると皆さんは那覇空港構想・施設計画検討協議会の事○上里直司委員

務局も、もう沖縄総合事務局にあるわけですよね、那覇空港構想・施設計画検

。 、討協議会そのものの事務局 だからその辺の懸念が余り払拭されないというか

、 、皆さんはどういう立場でこの県民の意思 または関係市町村の声を聞くのかと

単純にどこなんですか、那覇空港構想・施設計画検討協議会でということなん

ですか。

例えばこれまで３年間やってきた総合的な調査のＰＩ、○上原良幸企画部長

あれは事務局はうちがやりました。そしていよいよ国がこれを引き取っていよ

いよスタートさせますよということで事務局は皆国がやるということです。

そうすると今お話ししたとおり、これから国が進めるという○上里直司委員

段階で、やっぱり質疑を聞いていても資料を見ていても次の段階の中で県にお

ける役割というのが見えなかったということで今質疑をしました。それでも那

覇空港構想・施設計画検討協議会の中に副知事が入っているということで担保

されているんだろうということで質疑を次に進めますけれども、この中でまだ

ＰＩという作業が入ってくるんですね。ＰＩの実施者というのはどこになるん

ですか。

ＰＩにつきましては国と地域、県が加わるんですけれ○津覇隆交通政策課長

ども、国と地域で連携して取り組むということになっております。

その実施主体、沖縄総合事務局の開発建設部の那覇空港プロ○上里直司委員

ジェクトか検討委員会のところなのか検討会議、要するに那覇空港構想・施設

計画検討協議会が実施するのかどっちなんですか、この資料には書いてないん

ですよ。今までＰＩは皆さんも入っていたというけれども、これからのＰＩで

すよ。

国が実施するＰＩにつきましても県も加わって連携し○津覇隆交通政策課長

て、ＰＩについては実施主体として取り組んでいくと、そして実施主体は県も

入っております那覇空港・施設計画検討協議会がＰＩの実施主体となるという
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ことです。

わかりました。ようやくその那覇空港・施設計画検討協議会○上里直司委員

の役割というのが見えてきてＰＩについての実施が出てきました。もう一点、

パブリックインボルブメントを今度実施するに当たって十分な周知広報に努め

ますという基本方針があるんですけれども、これまで行ってきたＰＩについて

の評価、どの程度まで皆さんが満足し得る効果が得られたのか、またはこれか

ら行うＰＩについてこれまで実施してきたＰＩからどういう形のものを周知徹

底、努力をされようとしているのかお聞かせいただけますか。

県が中心となって実施してきました総合的な調査の中○津覇隆交通政策課長

のＰＩはステップ１からステップ３まで実施してきまして、那覇空港構想段階

ＰＩ評価委員会からはそれぞれのＰＩの結果につきましておおむね妥当との評

価をいただきました。そして特にステップ３につきましては、県民等からいた

だきましたアンケートが１万2500通という形で、それまでステップ１、２の

1000回とか1000人余りという数に比べて格段に１万通を超える大幅な意見アン

ケートの収集ができたということで、それにつきましては大変評価していただ

きました。そしてこれから国が中心となってＰＩを実施いたしますけれども、

これまで中心となってやってきた県としていろいろなノウハウとかを、そのま

ま生かして共に国と連携して取り組んでいきたいと、そして前回のステップ３

を超える多くの幅広い意見を収集したいと考えております。

長々とお話ししていただいたんですけれども、だからさっき○上里直司委員

の沖縄21世紀ビジョンにも少しふれましたけれども、まじめにというか皆さん

方が一生懸命アンケートを取ったりとか、コメントをもらうためにアンケート

用紙を書かせたりしますけれども、じゃあ本当にそのコメントを書く人がどれ

ぐらいいるのか、特定した人以外はなかなか出しにくいわけなんですよ。だか

らもう少し、私もアンケートに協力したことありますけれども、イベントのや

り方とか普及のあり方を、今までやってきた積み重ねたものもありますし、Ｐ

Ｉに関する意見もあるわけですよ。こうやったほうがいい、ああやったほうが

、 、いいとか それも踏まえてもう少し方針みたいなものを出していただきたいと

これは要望して終わります。そしてよくわからないのは、この空港周辺の海域

の自然保護の調査、これはいつ時点の調査でとられていますか、自然レベルの

保護のあり方ですけれども。



- 61 -
H20.10.08

沖振・那覇特別委員会記録

環境関連の調査を県及び国におきまして、平成13年度○津覇隆交通政策課長

から平成15年度まで、及び平成18年度に空港周辺の海域の環境調査を実施して

おります。

しかし私が一般質問でも質疑に取り上げましたレベルについ○上里直司委員

て、自然保護のレベルというのでお答えいただいたのは平成10年の調査じゃな

いですか。それから新たに皆さん自然保護のレベルが、特に保護すべき位置ま

た瀬長島に広がるような干潟についてはレベル３というものは直近の平成13

年、平成18年の調査で得られたレベルなんでしょうか。

自然環境の保全に関する指針は県の環境部局のほうで○津覇隆交通政策課長

策定されたものでありまして、最近の調査というのはあくまでも那覇空港滑走

路増設に関連して行った現況調査というような形です。

私がなぜ聞いているかというと、レベル１とかレベル３とい○上里直司委員

うのは平成10年のものなんでしょう。

指針の策定年度は平成10年となっております。○津覇隆交通政策課長

そのときにもレベル１に位置づけられている保護状態という○上里直司委員

のは沖縄県の南部地域、沖縄本島南部地域においてもそれほど保護されている

地域というのは貴重なところであると位置づけられて、これが10年経って県全

体にとってこの周辺海域の保護レベルというのはどういうことなのか、どうい

うレベルなのかというデーターはないんですか、それとも文化環境部がいつに

なると調査をされるか把握はされていますか。

把握しておりません。○上原良幸企画部長

いつも出てくる皆さんの委員会、技術委員会できれいな資料○上里直司委員

等を出してくるんですけれども、いったいじゃあ県としてこれを県の環境行政

としてどうやって保護していくのか生かしていくのかというのがなかなか出て

こない、または見当たらないような気がしますね。だからといってこれを埋め

立てるのは反対とか、今の時点で私はここまでは言いませんけれども、私がき

ょう言いたいのは瀬長島からしか渡って通れない、これだけすばらしい干潟が

今存在しますし、大嶺崎中心とした海域、私も先々月行きましたけれども、十
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分きれいな海域が広がって、ここは一般の人は余り入れないんです、そして一

般の人が入れないからきれいな海域が残っているというか、すごく矛盾した状

況なんですけれども、ＰＩ含めてそういう場所に県民が自然保護観察、那覇市

も今実施していますけれども、そういう機会をふやしていただいてこの空港海

域の自然がこれだけあるんだと、ただこれを埋め立てなければならない、また

は自然を破壊しないといけない部分があるということの周知は皆さんのほうで

図れるのかどうか、またはそういう誘導というか浜に入れるようなことはでき

るのかそこをお聞かせいただけますか。

まさに環境全体に関してですけれども、この那覇空港技○上原良幸企画部長

術検討委員会の沖縄の先生方、ほとんど環境の専門家の方々で、当然にこの環

境をどう開発するのかというのはこれから進めていく重要な課題だと思ってい

ます。御提言の大嶺崎のあたりだと思いますけれども、そこに入れるアクセス

を改善してくれだということだと思いますけれども、そういうことも含めてこ

れからいろいろ検討させていただきたいと思っています。

最後になりますけれども、これだけきれいな干潟も広がって○上里直司委員

非常に那覇市また県民にとっても貴重な海洋生物、海域が保全されているんで

す。そういう意味ではこれをどうするのかということはまさに県民が判断しな

いといけないわけですので、それを知らないで拡張賛成だ、やるべきだという

ことにならないように、こういう自然海域があるんだということを県民に一回

知ってもらって、それから皆さんにも合意を得て、または拡張の期限を検討し

ていただきたいということを要望して終わります。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

渡久地修委員。

幾つか質疑させていただきます。最初に先ほども聞いていた○渡久地修委員

んですけれど、ちょっと関連するので再度確認の意味でお尋ねしますけれど、

本会議で企画部長が言っていました民間専用化を認めないと、求める気はない

と企画部長が答弁したと思うんですけれども、これは県も11回か12回求めてい

ると言っていたし、調べてきましたら県議会でも民間専用化を求める決議とい

うのは何度も上げているんですよね。そして最近は那覇市も上げたという点で

はそういう民間専用化やるべきだということで県議会も過去に上げているし、

那覇市議会も上げているのに、それに対して自分たちは求める気はありません



- 63 -
H20.10.08

沖振・那覇特別委員会記録

と、これ本会議場で言ったんですよ。今もさっきもそういう答弁だったと思う

んだけれど、私はこの態度はおかしいと思いますよ、やっぱりゆゆしきことだ

と思います。議会でもこんなに決議上がっているのに、その辺については自分

たちは現時点ではこの現状のままで推測していますとか何とかと言うんだった

ら、まだ我慢できるけど、民間専用化を求める気ありませんというのはちょっ

と踏み込んだ答弁じゃないですかどうでしょう。ちょっと行き過ぎた答弁だと

思います。

本会議での答弁につきましては質疑で、民間専用化を求○上原良幸企画部長

めるかと言われたものですから、そういう空港拡張について自衛隊との共有を

前提に今我々はやっていますので、そういう立場からすると今求める考えはあ

りませんということを言ったので、踏み込んでと言いますけれども、質疑があ

ったからそういうふうに答えたということです。

質疑するから答弁するのであって、当然当たり前ですよ。そ○渡久地修委員

れで、今おっしゃっているとおりなんですよ。本当に我々これでやっているか

ら決議とかの話があがっても求める気ありませんと、これは企画部長としては

踏み込み過ぎませんかということなんです。民間専用化をまとめてほしいとい

うのは那覇市議会も全会一致で決議を上げた、県も過去にこれまでやった、県

議会でも上げている。そういう状況があるのに求める気ありませんというのは

行き過ぎじゃない、そうではないですか、私がそう思っているだけですか。

繰り返しますけれども、求めるかと聞かれたものですか○上原良幸企画部長

ら。

私は企画部長としては踏み込んでゆゆしき発言だと思いま○渡久地修委員

す。指摘しておきます。それで私が重視しているのは県の企画部長として求め

ないと言うことに対してこれからもっと、これはちょっと企画部長としてどう

なのかという点で、先ほどの１、２との関係でも関連するので一言質疑させて

いただきたいんですけれども、沖縄の将来をどうするかという非常に重要な問

題なんですよ。そして県庁所在地における自衛隊の施設面積というのを知って

いますか。那覇市は8.9％です、一番多いです。その次が1.3％で札幌市、千葉

県が1.3％、岐阜県が1.6％、もう那覇市は断トツなんですよ。那覇市はこの翁

長市長が誕生したときが平成11年ですけれども、その次の年の12月に自衛隊基

地の存在というのは那覇市の発展に阻害となっているのではないかという質疑
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を我が党がやったとき、部長が出てきて、そのときは翁長市政ですよ、部長が

出てきて米軍基地が幾らとか言いながら、中でも自衛隊基地は沖縄県全体の

53.6％が那覇市にありまして、市面積の8.9％を占めておりまして、市民生活

が極めて窮屈な状況であります。基地は産業振興都市形成、交通体系等の振興

開発を進める上で障害になっていると考えているところでございますが、遊休

化している那覇軍港の状況、沖縄の空の玄関である那覇空港の後背地という条

件のよいところに自衛隊基地が存在しているということと、那覇空港の年間乗

降客数が1000万人に上る現在、観光立県を目指す本県にとっても観光産業を含

めた産業経済、住宅との土地利用等の都市計画の面からも阻害要因であると考

えているところでございます、というのが平成12年の那覇市議会での答弁なん

ですよ。そしてこれは那覇空港の後背地、非常に沖縄県の産業にとっても、と

っても大事なところだと思うんです。あれは那覇市だけではなくて沖縄県にと

っても大事、沖縄21世紀ビジョンにとっても大事、企画部長が一生懸命やろう

としている、そういう観点からしても私はこの民間専用化という問題は復帰後

ずっとこの点は指摘されてきたことなんですよ。だからそういう面からも考え

ないといけないんじゃないですかという点で、私は企画部長の答弁としてはい

かがなものかというのは、そういうことも指摘したいんですけれど、その辺ま

で考えてやってもらわないと、実に那覇市の8.9％、そして沖縄県の空の玄関

の後背地という、そこをどうするかというのは沖縄のこれからの経済発展にと

って極めて重要なんですよ。それからして民間専用化というものは求める考え

ありませんという、こういう玄関払いという態度は私はよくないと思う、どう

でしょうか。

民間専用化という話と今自衛隊含めて後背地の話と絡ん○上原良幸企画部長

でいますけれども、まず那覇市で8.9％ということで他の県庁所在地に比べて

多いんじゃないかということにつきまして数字はわかりましたけれども、やっ

ぱりそれ地形的に、もともと戦後飛行場がありましたので、そういうことがあ

って、多分他の県庁所在地というのは都市地域にありますからなかなか基地が

あるというイメージはしにくいので、8.9％と言われたらやっぱり多いなとい

う感じもいたしました。ただ、じゃあ自衛隊基地をどう使うかという話と、那

覇空港の民間専用化というのは直接的には私は考えていなくて、将来的に後背

地については軍民供用のままでも使える分はこれから返していただくという産

業展開をして使うことはこれから大いに検討できるのではないかと。

かなり苦しんでるのが見えるなと私は思うんですけれど、や○渡久地修委員



- 65 -
H20.10.08

沖振・那覇特別委員会記録

っぱり8.9％というこの問題を本当に沖縄の発展という観点からすると、やっ

ぱり私は返してもらって那覇空港も民間専用化したほうがいいと思うので、こ

れは今後また議論していきたいと思います。それで次に発着回数なんですけれ

ども、私前の６月議会の本特別委員会でも自衛隊機との関係で、自衛隊が、民

間専用化になって自衛隊機が使用しなければこの滑走路増設というのが果たし

て必要かどうかという議論が出てくるのではないかという質疑をしました。そ

れに対する資料も出してほしいと言ったけれども、あのとき企画部長はまた同

じような答弁で、自分たちは自衛隊との共同使用を前提にしているからこうい

う予測はしませんというようなことを言っていたんですよ。それできょうもら

った資料４の10ページに日平均発着回数というのがありますね ケース２で428、

回をですか、そして自衛隊の84回を含む、だからこれをもし2030年でも84回だ

と仮定した場合、344回ということになるのか。先ほど當間委員からこれはふ

えるんじゃないかという話もあったけれども、仮にふえないとした場合に344

回。そうするとこれ平成20年の１月の32ページに同じく日発着回数というのが

あるんですよ。そうするとこれでいわゆる370回から380回の回数だと施策なし

と書いてあるんですよね。380回から390回だと並行誘導路二重化案か、470回

から480回だと210メートル案、620回だと1310メートル案とかいうのあるんだ

けれど、これからすると、このきょうの資料からしたら施策なしということに

なってしまうんですか、自衛隊入れなかった場合。

質疑の趣旨ちょっとあれかもしれませんけれども、発着○上原良幸企画部長

回数に関しては自衛隊抜きでも将来的に12万5000回ということでピークになり

ますよということ。問題は滑走路がなぜ２本必要かという話です。単なるパン

クするという容量がということもありますけれども、一番大事なのは今現状で

１本しかないです。事故が起こったら空港が閉鎖します。１年前に中華航空機

が爆発したのが駐機場だったからよかったんですけれど、あれ滑走路で爆発し

たら１週間以上滑走路が閉鎖されます。それで沖縄県はアウトなんですよ。そ

ういうこともあって早く滑走路を２本つくりたいということであるわけですか

ら、もちろん詳細に調べて自衛隊抜きになった場合、容量は足りるのではない

かという議論は今これから見る限り2030年だったら12万5000回、自衛隊機抜き

でも容量オーバーしていますし、それ以上の需要なら今言ったようにとにかく

２本つくらなければ沖縄はもうアウトなんですよ、滑走路１本閉鎖されただけ

で。この前パンクしただけで、あれだけの飛行機が沖縄県那覇空港に着陸でき

なかったということもありますので、とにかく２本つくるというのは、もう飛

行機以外に県外との出入りができない沖縄県はぜひ２本必要だということであ
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ります。

では要するに今までは需要予測で将来パンクするから必要だ○渡久地修委員

と言っていたけれども、今は滑走路で事故が起こったら大変だということが主

になってきたわけですか。

いや、両方です。○上原良幸企画部長

私は民間専用化をまずきちんとやるべきだと思うんですよ。○渡久地修委員

なぜかというと私が抱いている危惧は前にも少し言いましたけれども、私、岩

国市を見てきたんですよ。米軍基地ですけれども、騒音がうるさい、うるさい

と言って大変だということで、あのときはかなり市民の多くが沖合にもう１本

つくって移してほしいということで２本つくったんですよ。つくって騒音軽減

されるかと思ったらそこに厚木基地とか沖縄から米軍機が移動して騒音が減る

どころか２本とも全部使ってしまっているんですよ。だから私は皆さん方が心

配している、危惧している面も全く理解しないわけじゃないですよ。ところが

民間専用化という問題をきちんとしないで、いざ皆さん方の思惑とは別に２本

つくってしまった、２本つくってしまったら１本は自衛隊の専用滑走路になっ

てしまった、あるいはそこに米軍が、米軍は民間空港今でも全国使えるんです

よ、那覇空港は彼ら使わないと言っていないよ、そういうことにならないかと

いう心配を持っているんですよ。だからそういった議論やる前に民間専用化と

いうのは前提じゃないのかと私は言いたいわけよ。だから企画部長のあの答弁

で私はかみついたんですけれどね。そういう意味で私はちゃんとした資料など

も民間専用化、本当に自衛隊との共同で先ほどのＦ15戦闘機が来る、空中給油

機も来る、そういったものからしたら自衛隊の頻度がふえる、その場合の需要

予測はどうなるんですかというものをきちんと示してもらわないといけないん

じゃないかと思っているんですよ。それで例えばこういう事故が起こったら閉

鎖しなさいといったら国内すべての飛行場２本つくらないといけないですよ。

そういう極端な議論にもなるから、もっと冷静に議論するために私はさっきこ

ういう質疑をしましたけれども、88回引いたらどうなるかというものを本特別

委員会で我々が議論して判断するために、県としては委員が要求した現状のま

まの需要予測を出していますね。それと民間専用化したらどうなるのかという

仮定の予測、これも立ててきちんと我々に提起する。そして先ほどあったけれ

どもいろんなＦ15戦闘機が来る、他のものも来た場合に自衛隊の頻度がどれく

らいふえるのかという予測は立てられるのか、その場合はどうなるのかという
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予測も含めて、本特別委員会に出してもらって、そして我々は我々でこれにつ

いて議論するというのは私は必要だと思うんですけれど。

まず10ページをごらんいただきたいと思うんですけれど○上原良幸企画部長

も、ここで年間発着回数というのは自衛隊を含めていないんですよね。含まな

くて2030年に12万5000回というキャパシティーを超えますよということですか

ら、我々今自衛隊が使っていないという前提であれしていますから、自衛隊が

使った場合もっと低くなるのかということで、ふえることはあっても12万5000

回が減るということはないんですよ。10ページの右上の年間発着回数ですね、

これは最初から含んでないんですよ、自衛隊が入ったらもっとふえて余計逼迫

するということです。

だからそういう資料はちゃんと出して、我々が議論できるも○渡久地修委員

のを出してください。

年間発着回数について若干私のほうもよく数字を掌握し○上原良幸企画部長

てないものもあったんですけれども、いずれにしましても今の要望につきまし

ては前提条件をつけて数字を出していきたいということでお願いいたします。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

池間淳委員。

これから埋め立てとかサンゴの問題とかそういうのが出てくる○池間淳委員

けれども、そういう貴重な生物がいるところは泡瀬で懲り懲りだから、ちびり

ちびり出すのではなくて、あるのを包み隠さず出して、ここにはこういうのが

ありますよと、そしてこういうのが失われますと、しかしこの分はどこの海に

ありますよとか、そういうデーターをみんな出して、これだけは潰れるけれど

もこれだけまたつくっていきますよと、そういうものみんな出さないと、環境

アセスメントについては出さないと大変なことに、小出しではどうしようもな

いよというふうなこと、これは今浦添市の埋め立てでも堤那覇港管理組合常勤

副管理者は自分で潜ってみんなやっているんだそうです。潜ってこういうこと

があるというふうなデータをつくって、壊れるもの、そして壊れるものを人工

でできるものを説明してきちんと納得して早くできるようにお願いします。

池間島生まれでございまして泳ぎは得意でございま○上里至企画調整統括監
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す。そういう意味では子供のころから海に潜ってまいりました。やはりああい

う沖縄の海は非常にきれいだといつも思っております。そういう海を引き続き

後世まで残していくよう積極的に取り組んでいきますのでよろしくお願いいた

します。

ほかに質疑はありませんか。○当銘勝雄委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○当銘勝雄委員長

以上で、那覇空港構想・施設計画検討協議会の協議内容等について質疑を終

結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員退席）

再開いたします。○当銘勝雄委員長

次に、閉会中継続審査・調査事件の申し出の件についてお諮りいたします。

お手元に配付してあります本委員会付議事件を閉会中継続審査及び調査事件

として、議長に申し出たいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○当銘勝雄委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、視察調査日程についてを議題といたします。

休憩いたします。

（休憩中に、視察調査日程について協議した結果、平成21年11月５日に

那覇空港の視察調査を行うことで、意見の一致を見た ）。

再開いたします。○当銘勝雄委員長

お諮りいたします。

那覇空港の視察調査日程につきましては、休憩中に御協議いたしましたとお
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り決することとし、議長に対し委員派遣承認要求をしたいと存じますが、これ

に御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○当銘勝雄委員長

よって、さよう決定いたしました。

なお、委員派遣の日程、目的及び経費等の詳細な事項及びその手続につきま

しては委員長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○当銘勝雄委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の予定はすべて終了いたしました。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。



- 70 -
H20.10.08

沖振・那覇特別委員会記録

沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 当 銘 勝 雄


